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巻頭言

地域自立型エネルギー供給への
基盤整備

一般社団法人　都市環境エネルギー協会　副理事長

 東京ガス株式会社　常務執行役員　エネルギーソリューション本部長　村関　不三夫

本年度、当協会の総会にて副理事長を拝命いたしました、東京ガスの村関でございます。
現在、電気・ガス・熱とエネルギーのシステム改革による自由化が推し進められ、エネルギー事業を取り巻
く環境は、かつてないほど大きな環境変化の中に有ります。熱については、2016年４月から、供給区域の
指定や事業者への供給義務等が見直されるなかで、より多様なエネルギーサービスが可能となってきておりま
す。

私は、一昨年、本協会主催の「北欧におけるスマートエネルギーネットワーク」の視察に参加させていただ
きました。自由化の先行する欧州では、発電廃熱による熱供給と、電力の取引市場への売電が、広域に一体の
エネルギー事業として運用されておりました。我が国においても、東日本大震災以降、BCP・DCPとして自
立型電源への関心が高まってきておりますが、電力をより広範に供給しながら、地域の自立エネルギーを考え
ていく動きが出てきております。今後、エネルギー間の規制緩和が進む中で、熱だけでなく地域の自立エネル
ギーの視点から、電力を含めた地域エネルギーを考えていく必要があると感じております。

一方、地域エネルギーの整備を進める上で、エネルギーインフラの整備がまちづくりの早期段階から必要と
なってきます。特に熱導管は、熱を供給するインフラとして、また発電廃熱を受け入れるインフラとして今ま
で以上に重要な都市インフラになってきます。行政支援も仰ぎながら、ステークホルダーが一体となって、ま
ちづくりの早期段階からこうしたインフラ形成を進めていかなければならないと考えております。

今後、エネルギー自由化時代を迎え、自治体や開発事業者が中心となって地域の自立型したエネルギー基盤
を導入しようとする取り組みが活発になるなかで、本協会においても、熱を中心としながら、地域に即した強
靭なエネルギー供給形成のための基盤整備を進めていきたいと考えておりますので、会員の皆様のご理解とご
支援を賜りますようよろしくお願いいたします。
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特　　集

業務継続地区（BCD：Business Continuity 
District）の構築に向けて

国土交通省　都市局　市街地整備課　小川　博之

１．はじめに
　東日本大震災では、広範囲にわたり停電が発生
し、大規模電源に集中して依存する従来型の電力供
給におけるリスクが顕在化した。とりわけ、都市開
発事業等により各種都市機能が集積しエネルギーを
高い密度で消費する都市再生緊急整備地域等の拠点
地区であって、災害発生時の復旧活動等の災害対応
の拠点ともなる施設を含む地区におけるエネルギー
供給不足は業務継続や災害対応に支障をきたすとと
もに我が国経済への影響も大きい。
　そのため、こうした地区において、エネルギーの
自立化・多重化に資するエネルギー面的ネットワー
クにより、災害時の業務継続に必要なエネルギーの
安 定 供 給 が 確 保 さ れ る 業 務 継 続 地 区（BCD：
Business Continuity District）の構築を支援す
る制度を平成27年度予算において創設したところ
である。
　本稿では、新たに創設した予算制度について、その
背景や事業制度の概要について紹介することとする。

２．東日本大震災における教訓
　平成23年３月に発生した東日本大震災では、震災
の直接的被害を受けていない地域も含めて広範囲に
わたり停電が発生し、大規模電源に集中して依存す
る従来型の電力供給におけるリスクが顕在化した。
　一方で、一体的に防災対策が講じられている六本
木ヒルズは、自立型のエネルギー源が確保され、エ
リア内のオフィスや商業施設、一時滞在施設等の業
務継続に必要なエネルギーを安定して供給すること
ができたため、エリア内の業務・商業機能の継続
や、一時滞在者の受入等の災害対応拠点としての機
能を果たしたところである（図１）。

図１　六本木ヒルズ地区の取組

【事例】都市開発と一体となった自立分散型電源の
導入事例（六本木ヒルズ地区）
　六本木ヒルズでは、ガスタービンコージェネレー
ションシステムを用いて発電し電気供給を行う電気
供給施設と、その発電時の廃熱を有効活用する熱供
給施設とを併設して、発電設備は非常時の防災型電
源として活用され、地区内のBCP機能を確保。
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３． 災害時の業務継続にあたってのエネルギー確保
に対する意識の高まり

　東日本大震災後に、内閣府が公共機関及び医療・
福祉施設、通信・ガス・鉄道業等を対象に実施した
業務継続にあたっての課題についてのアンケート調
査によると、電力等のインフラが業務継続にあたっ
て課題になっていることが伺える（図２）。
　また、民間の不動産研究所が東日本大震災後に実
施したオフィスビルの防災アンケート調査による

と、ビルを選定する際に重視するビルの機能とし
て、８割超の企業が「停電時に電力供給ができるこ
と」を重視している（図３）。

４．国土強靱化に向けた国の取組
　昨年６月に閣議決定された「国土強靱化基本計
画」においては、我が国の大規模エネルギー供給拠
点は太平洋側に集中しており、今後起こると予測さ
れている首都直下地震、東海・東南海・南海地震等

出典：特定分野における事業継続に関する実態調査（平成25年、内閣府）
　図２　業務継続における課題

出典：ザイマックス不動産総合研究所発表資料より抜粋・加工
　図３　ビルを選定する際に重視するビルの機能
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により供給能力が大きく損なわれ、震災の直接的被
害を受けていない地域を含めて広範囲にわたり停電
が発生する恐れがあるため、供給側のみならず需要
側を含めた対策を講じることが必要とされている。
このため、需要側における今後の取組として「業
務・商業地域における地区としての業務継続の取組
について推進すること」及び「コージェネレーショ
ン等の地域における自立・分散型エネルギーの導入
を促進すること」が同計画に挙げられている。

５．拠点地区における都市の防災性の向上の必要性
　需要側の中でもとりわけ人口や業務・商業等の都
市機能が集積しエネルギーを高い密度で消費する都
市再生緊急整備地域等の拠点地区であって、災害発
生時の復旧活動等の災害対応の拠点ともなる施設を
含む地区におけるエネルギー供給不足は業務継続や
災害対応に支障をきたすとともに我が国経済への影

響も大きい。
　また、地方都市においても、大規模地震に備え災
害対応力の強化を図ることが喫緊の課題である。こ
のため、庁舎、病院等により構成される災害対応の
中枢的な拠点となるべき地区が、災害発生時におい
ても継続的に司令塔としての機能を果たすようにし
ておくことが必要である。
　このようなことから、こうした地区においてエネ
ルギーの自立化・多重化を図ることにより、都市の
防災性を向上することが必要である。
　
６． エネルギーの自立性の向上や多重化に有効なエ

ネルギーの面的利用
　エネルギーの安定供給のためには、地区や街区内
で近接して立地する複数の建物を自営線・熱導管の
ネットワークで連携することによりエネルギーを融
通する、面的利用が有効である。自立分散型電源と

高効率発電機
（ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ）

高効率熱源機器

廃熱

ガ
ス

系
統
電
力

開発建物

開発区域外

BビルAビル

開発区域外

【平常時】

【災害時】

熱（冷温水、蒸気）

ガ
ス

系
統
電
力

開発建物

開発区域外

BビルAビル

開発区域外

（電気）

非常用
発電機

非常用
発電機

※１：中圧ガス導管は耐震性が高く、中圧ガス導管に接続する発電装置は、貯油槽がある非常用発電と同等に扱うことが可能。

非常用
発電機

熱（冷温水、蒸気）

（電気）

系統電力がストップしても、コージェネレーションシステムにより継続的に電気・熱供給が可能。

高効率発電機
（ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ）

高効率熱源機器

廃熱

※２：コージェネレーションシステムとは、燃料の燃焼によって電気を作ると同時に、廃熱を回収して温熱・冷熱を取り出し、
総合エネルギー効率を高めるエネルギー供給システム。

図４　エネルギーの自立化・多重化に資するエネルギー面的利用のイメージ
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して、例えば、中圧ガス導管と接続したガスコー
ジェネレーションシステムを導入することにより、
系統電力の供給が停止した場合でも、業務継続に必
要な電力、熱を供給することが可能であり、災害時
における地区全体のエネルギーの自立化・多重化を
図ることが可能である（図４）。

７．国の支援措置
　エネルギーの面的利用に対しては、地区・街区レ
ベルにおける先導的な都市環境政策を推進するため
の計画策定やコーディネート、社会実験などを支援
する制度として平成20年度に創設した「先導的都
市環境形成促進事業」のメニューの一つとして平成
24年度に「エネルギー面的利用推進事業」を創設
し、モデル事業として、先進性・先導性を有するエ
ネルギー面的利用にかかる事業に限定して支援して
きたところである。これまでに５地区実施し、これ
まで導入事例がなかった主要幹線道路を跨いで建物
間エネルギー融通するといった事業が具体化するな
どの成果が出てきたところである。
　一方、前述のとおり、都市再生緊急整備地域等都
市機能が集積し多くのエネルギーを消費する拠点地
区における災害時の業務継続に必要なエネルギーの
安定供給のため、エネルギーの自立化・多重化を推
進する緊急性が高い。このため、こうした拠点地区
において、エネルギーの自立化・多重化に資するエ
ネルギーの面的ネットワークの整備を推進するた
め、平成27年度予算において、災害時業務継続地
区整備緊急促進事業を創設したところである。
１）地域要件
次のいずれかに該当する地区
１．都市再生特別措置法に規定する都市再生緊急整
備地域、又は、１日あたりの乗降客数が100万人
以上の主要駅周辺にある地区であって、供給先に災
害対策基本法に規定する指定公共機関（指定地方公
共機関を含む）施設、災害拠点病院、一時滞在施設
のうち―以上を含む地区
２．都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画
に基づく都市機能誘導区域内に存し、かつ、事業に
ついて都市の低炭素の促進に関する法律に規定する
低炭素まちづくり計画に記載された地区内にあり、

供給先に地方公共団体の本庁舎と、災害対策基本法
に規定する指定公共機関（指定地方公共機関を含
む）の施設、災害拠点病院のうち―以上を含む、災
害発生時における対応の拠点となるべき地区
２）補助対象、補助事業者および補助率
１．計画策定支援
　補助対象： 業務継続地区整備にかかる計画の策定

に要する経費
　補助事業者： 地方公共団体、法律に規定する協議

会
　補助率：１／２
２．コーディネート支援
　補助対象： 業務継続地区整備に向けて関係者の合

意形成を図るために必要な検討調査等
に要する経費

　補助事業者： 地方公共団体、都市開発機構、法律
に規定する協議会、民間事業者等※１

　補助率：１／２
　　※１　 民間事業者等の場合は間接補助のみとし、補助基本額

は、補助対象事業費の３分の２とする。

３．施設整備事業支援
　補助対象： 業務継続地区に必要な施設の整備（エ

ネルギー供給施設、ネットワーク、マ
ネジメントシステム及び関連施設の整
備等）に要する経費

　補助事業者： 地方公共団体、都市開発機構、法律に
規定する協議会、民間事業者等※２※３

　補助率：２／５
　　※２　 民間企業等への直接補助による支援の場合、補助基本

額は補助対象事業費の23％。
　　※３　 民間事業者等への間接補助による支援の場合、補助基

本額は補助対象事業費の23％の３分の２。

３）限度額
　施設整備事業支援については、１事業計画当たり
の国費交付上限額を20億円とする。
４）支援期間
　災害時業務継続地区整備緊急促進事業について
は、平成32年度までの措置とする。但し、平成
31年度までに事業を開始したものに限る。
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８．おわりに
　国際的な都市間競争はアジア諸国の急速な成長も
相まって一層激化している。また首都直下地震や南
海トラフ地震といった大規模災害の発生が懸念され
る中、都市の国際競争力の強化、防災性の向上が求

高度な防災拠点の形成
非 常 時 に 系 統 電 力 の 供 給 が
停止した場合でも、自立分散型
電源により各ビルの業務継続

に必要な最低限の電気を供給。

防災性に優れた業務継続地区（ＢＣＤ）の構築（イメージ）

電気・熱のネットワーク

コントロールセンター

エネルギーセンター

エネルギーセンター

エネルギーセンター

高度な防災拠点の形成
非 常 時 に 系 統 電 力 の 供 給 が
停止した場合でも、自立分散型
電源により各ビルの業務継続に
必要な最低限の電気を供給。

文化施設

庁舎
商業施設

病院

オフィスホテル

※「先導的都市環境形成促進事業」については平成26年度をもって廃止。

められており、都市開発に合わせて、環境性だけで
なく防災性に優れたBCDを構築する必要性はます
ます高まっていくものと考えられる。我々としても
BCDの構築を一層推進するために取り組んでまい
る所存である。
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研究・技術最前線

一般社団法人都市環境エネルギー協会　自主研究

大震災後のエネルギーシステムのあり方と
推進方策の研究― 低炭素、安全・安心都市づくりの推進検討 ―

震災対策特別委員会　幹事（早稲田大学　理工学研究所　招聘研究員）　中嶋　浩三
はじめに
　東北地方太平洋沖地震は、2011年３月11日午
後 ２ 時46分、 三 陸 沖（ 牡 鹿 半 島 の 東 南 東　
130km付近）の深さ24kmで発生した。地震の規
模は，モーメントマグニチュードMw9.0 で、震源
域は、長さ約450km、幅約200kmで、津波の遡
上高は40mと推定されている。建物被害は、復興
庁 発 表（2012年 ５ 月16日 時 点 ） で、 全 壊：
129,885戸、 半 壊：258,138戸、 一 部 破 損：
710,671戸である。加えて、福島第一原子力発電
所では，原子炉等の冷却機能を失い大量の放射性物
質の流出を伴う重大な原発事故が発生した。政府
は、2011年4 月１日にこれらの震災の名称を「東
日本大震災」と閣議決定した。

　それから３年を経た2014年、死者15,884人、
行方不明者2,633人、避難者243,000人、仮設
住宅104,000世帯であり、福島から85,000人以
上が放射能から避難中である。
　この東日本大震災において深刻な被災を受けたこ
とにより、地震等の災害にも強く、都市の安全・安
心、地産地消型の自立性・事業継続性（BCP）を
有する「都市エネルギー供給システムのあり方」
を、抜本的に見直すことが求められることとなっ
た。とりわけ、地球温暖化防止を図ることはもとよ
り、特に、都市や建築などからの「需要サイド」の
視点が重要と認識されることになった。
　こうした背景から、当協会では、研究企画委員会
において、2012年に「震災対策特別委員会」（委
員長　尾島俊雄当協会理事長）を設置し、３ケ年に
わたって自主特別研究を行うこととなった。初年度

（2012年度）は、「震災の被害実態調査並びに復
旧状況調査」を行なった。２年目の2013年度は、
復旧・復興まちづくりに向けて、各界の関係者から
のヒヤリングを含め多方面からの提言を頂き、意見
交換を行いながら今後の方向性や課題を整理し、幅
広く「提言をまとめ」ている。３年目の2014年
度は、これまでの研究成果をもとに、対外的に情報
発信を行い、今後の都市エネルギーのあり方につい
て意見交換を行った。
　特に、本特別研究の３ケ年にわたる報告として、
昨年11月５日、第21回都市環境シンポジウム「東
日本大震災から学んだ都市エネルギーのあり方―
2020年東京オリンピック、パラリンピックに向
けて」を開催し、最終年度の報告を中心に基調報告
した。本機関紙の「第110号（前号）」において、
第21回都市環境シンポジウム内容を詳細に紹介し
ているので、併せてご覧いただければ幸いである。

 



都市環境エネルギー　第111号10

　本稿は、３年間の「震災対策特別委員会」の研究
概要を報告するものである。
　
１．2012年度の研究概要：
　「震災の被害実態・復旧状況調査と大震災から学
んだこと」
　初年度は、国や関連機関、各種学会・団体、民間
等の錯綜する情報を整理し、2011年東北地方太
平洋沖地震、津波、原発事故等全体概要とその災害
実態及び復旧状況等調査、我が国策の見直し状況等
の調査を行った。

■第Ⅰ編「東日本大震災の概要」
本編では、地震、津波、原発事故等の実態を調査し
下記の概要をまとめた。
①東 北地方太平洋沖地震の全体概要
　　 歴史的、世界的災害記録、震源域・規模、地震

波・揺れの特徴。震度分布、地殻変動等
②津波の概要
　　 歴史的、世界的、地域的な地震・津波の記録、

浸水範囲、津波の高さ・分布等
③福島第一原子力発電所事故の概要
　　 立地地点の地震・津波、原発事故の概要、各事

故調査の見解概要等

■第Ⅱ編「大震災から学んだこと」
震災の実態を市民生活者の視点から調査し、復興と
被災実態並びに復旧状況等について調査を行った。
①市民生活の実感と被災特記等からの総括
　M9.0、巨大津波、原発によるレベル７の被害と
いう未曾有のあってはならぬ大災害に遭遇して、東
北の人々の行動に世界中が衝撃を受けた。幸か不幸
か、歴史上、幾度もこのような体験を経たDNAを
受け継ぐためか。それに対して、日本社会が対応し
た幾多の問題点も、大きな衝撃を世界中に与えた。
②以降に示す各種被害実態等調査し、岩手県、宮城
県、福島県の主要な市町村の被災・復興事業の状況
を調査し、市民生活者の視点で、「大震災から学ん
だこと」として下記に総括した。
②復興への取り組み、ボランティア等支援実態
　復興・復旧に向けて、様々な取り組みや活動が行

われ、その状況把握を行った。3.11被災直後に
「緊急災害本部」が発足し、2012年２月10日に
復興庁が発足して様々な課題をかかえ復興への取り
組みが行われた。復興庁の組織、役割、復興・復旧
予算、財源の実態を調査した。発災直後からの自衛
隊、諸外国からの支援、ボランティア活動、義援
金・支援物資等の状況をまとめている。
③地震、津波、原発災害等の実態調査
　東日本大震災の被災は、広域で複合的である。こ
こでは、人的被害・建物被害実態、液状化・長周期
地震動、防波堤・防潮堤等の被害状況を調査した。
また、原発災害については、汚染状況、原子力緊急
事態宣言と避難指示、除染・中間貯蔵施設課題等の
実態と復旧への道筋を整理した。
④産業被害の実態と復旧状況
　震災前、我が国の景気は、足踏み状態から再び持
ち直しに転じつつある局面にあったが、東日本大震
災は産業に大きな被害を及ぼし、我が国の経済状況
と経済成長へ大きな影響を与えることになった。内
閣府の推計では今回の大震災の直接被害額は約16
～ 25 兆円とされ、その内訳は９～ 16 兆円が民
間企業設備、残りの７～９兆円が社会資本と民間住
宅の合計とされている。
　経済産業省発表の「震災に係る地域別鉱工業指
数」（図１）によると、震災時被災地の指数は、65
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まで低下し、一年後の平成24年３月には、99.6
となり、東日本大震災の影響が残るものの回復が続
いている。
　東日本大震災は、過去の大規模災害と比較して
も、被害の範囲や規模が大きく、さらに電力供給の

制約を始めとする二次的な影響などもあり、その経
済的影響が様々な経路を通じて被災地以外の広範囲
に及び我が国経済に対して多大な影響を与えている
ことが重要な特徴といえる。その主な経済的特徴
を、以下のとおり整理し、農林業、水産業、鉱工
業、流通等々の被害状況を調査した。
⑤都市インフラ被害の特徴、実態と復旧状況
　東日本大震災では、地震・津波で電力、ガス、上

下水道、情報通信等ライフラインに甚大な被害を及
ぼし、都市機能の復旧・復興が長期に亘っている。
とりわけ、福島第一原子力発電所の被災は、その後
の懸命な節電対策、計画停電並びに電力使用制限等
をもたらし、エネルギーの逼迫性・重要性を人々に
実感させ、我が国のエネルギー問題に身近に直面さ
せた震災であることが大きな特徴でもある。同時
に、首都圏では震災時の帰宅困難者の問題をはじ
め、様々な混乱を呈し、都市エネルギーのあり方や
災害リスクを実感し、その対策が不可欠であること
を認識することとなった。
　地震・津波が広域・甚大で、且つ、福島第一原子
力発電所の被害と事故が重なった「複合災害」であ
り、インフラ施設も大きく被災した。その主な特徴
は、次の通りである。
[インフラ被害の主な特徴]
・広域で甚大で複合的災害によるインフラ被害
・津波によるインフラ被害
・液状化によるインフラ被害
・福島第一原子力発電所事故による影響と電力供給
・燃料不足による影響

[インフラ被害と復旧状況]
　電力の停止は450万戸、都市ガスは42万戸、水
道は221万戸、電話は151万戸で、阪神淡路大震
災と比較して極めて甚大であった。表１に阪神淡路
大震災との比較を示す。阪神淡路大震災に比べる
と、電力が広域のためにやや遅れたが、水道・電話
は、ほぼ同じ日数である。
　インフラの復旧は、電力が最も早く、次いで電話
で、水道、ガスの順となっている。ライフラインの
復旧過程は、図２に示す通りで、電力は10日、都
市ガスは46日、水道は40日、通信は15日で、阪
神淡路大震災の経験が生かされて対応がなされてい
た。しかしながら、原子力発電所の被災により、と
りわけ首都圏では、電力が逼迫し、現在でも供給が
不透明な状況が継続している状況である。
　各種インフラ被害の状況は、「電力」「ガス」「水
道」「下水道」「通信・放送」「熱供給（図３）」「道
路」「鉄道」「空港」「港湾施設」「海岸」「河川」等
について復旧状況を含めて調査した。

図１　震災に係る地域別鉱工業指数（経済産業省発表）
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表１　阪神・淡路大震災と東日本大震災とのインフラ被害と復旧状況の比較
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図２　東日本大震災と阪神・淡路大震災におけるインフラ被害と復旧過程比較
（経済産業省・厚生労働省・日本ガス協会・ＮＴＴ東日本等報道発表等資料により尾島俊雄研究室作成）

図３　東日本大震災における「熱供給施設運転状況」
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２．2013年度の研究概要：
[復旧、復興まちづくり、日本再生にむけての提言]
　第２年目の研究は、前年度の実態を踏まえ、各専
門分野の委員並びに有識者から提言を頂き、意見交
換により今後の方向性について検討した。
提言は「被災地（東北）」「都市全般」「日本再生」
に係わるものに分類され、下記テーマについて意見
交換と議論がされた。

第Ⅰ編　被災地（東北）における提言
　① 遠野・釜石プロジェクト（　MOKU-MOKU）

（寺本英治/吉野完）
　② 多様な提言の要旨（小林昌一）
　③ 産業再生　（農、林、水、商工等）（相田康幸）
　④ 復興・移転  　　　（原本敏明）
　⑤ JR軌道からBRT  　　　（熊本義寛）
第Ⅱ編　都市における提言
　① バックアップ都市  　　　（横尾昇剛）
　② スマートシティとエネルギー面的利用  

　（村上公哉、原英嗣）
　③ 再生可能エネルギー活用による都市間連携  
 　（佐土原 聡）
　④ 超高層集合住宅におけるLCP   
 　　（渋田玲、尾島俊雄）
　⑤ 都市政策と低炭素街づくり 　　　（小澤一郎）
第Ⅲ編　日本再生に向けた提言
　①長周期地震、津波防災 　　　（小林紳也）
　②エネルギー・環境　（大都市圏BCP,DHC導入） 
   　　　　　（中嶋浩三）
　③東日本大震災後の木質バイオマスの活用動向 
   　　（三浦秀一）
　④ 事業用建物の地震リスク移転と耐震補強促進に

向けて   　　（高口洋人）
　⑤常時避難対策としての二拠点居住制度  
   　　（尾島俊雄）

３．2014年度の研究概要
　2011年３月11日に発生した東日本大震災から
４年目に入っているが復旧復興は、遅々として進ん
でいない。首都直下型地震や南海トラフ等の巨大災

害が危惧されており、地球温暖化防止を図りなが
ら、都市の安全・安心、エネルギー自立性が求めら
れ、国策の見直しが行われているが、抜本的見直し
と同時に実効性のある対応が喫急の課題となってい
る。一方、2020年には、東京オリンピック、パ
ラリンピックが開催され、東京が世界一安全な都市
であることを世界から問われている。それに応える
ためにも、大震災から学んだ教訓を生かした都市エ
ネルギーシステムの実現が期待される。
　こうした背景を受けて最終年度として、第21回
都市環境エネルギーシンポジウム「東日本大震災か
ら学んだ都市エネルギーのあり方－2020年東京
オリンピック、パラリンピックに向けて－」（2014
年11月５日開催）においてこれまでの研究成果な
らびに提言を基調報告、公表し、幅広く意見交換を
行い研究報告としてまとめた。シンポジウムを含め
て第３年目の研究内容は、本機関紙の「第110号

（前号）」を参照されたい。

おわりに
　本震災対策特別委員会の３か年に亘る研究の結論
として、尾島俊雄委員長（当協会理事長）は、
2014年度報告書の「序説：東日本大震災から学
んだこと」に述べている。下記に紹介（抜粋）し、
本特別研究の報告としたい。
　
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
―「東日本大震災から学んだこと」―
　
　（一社）都市環境エネルギー協会　代表理事
　　　　震災対策特別委員会　委員長　尾島俊雄

序
（略）・・・しかし、それから３年間にみる日本の復
旧復興への足どりは、遅々としていることは明らか
で、多くの被災者が失意の内にあり、関連死者
2500余人とも報告されています。その最大の原
因は、日本政府や国民が明るいビジョンと美しい未
来を築くという夢と希望を失っているためと思いま
す。同時に、被災地の人々の忍耐と不屈の精神に対
して、世界中から寄せられた支援や称賛の声は、日
本人に日本古来の文化や伝統をゆり起こさせ、目覚
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めさせています。
　日本国は、災害列島で、そこが我がふる里である
ことの宿命を実感させています。地震と津波は想定
外であったとは言え、歴史の教訓として、更なる備
えと覚悟を新たにすることとして、福島原子力プラ
ントによる福島県民の被災は、東京一極集中の国策
の結果で、海外から見ても、東京が起こした原発災
害でした。多くの外国人が東京や日本を離れ、日本
産品が世界市場から放射能汚染で排除されているの
は、東京を中心とする関東地域全体の責任です。
　日本は今、第三の開国期（維新・戦後・災後）に
あると言われます。第一は明治維新の鎖国から近代
文明国家としての開国、第二は第二次世界大戦後、
平和産業を通じて地球環境に貢献する国としての開
国、第三の開国には、東日本大震災を機に信頼され
る国家としての自律と、情報開示、生活文化の改革

（価値観の変革と新しい生活様式）が不可欠であり
ます。

　2011年６月に緊急提言してから、この３年で
学んだ結論を以下略記します。
①  豊かにして脅威である自然を神とする日本文化

を大切にして、一人ひとりのはかない生命であっ
ても、人々は絆で結ばれて強固になる。（生活文
化）

②  2050年の地球環境に対する日本国としての国
際公約を守ること。そのためには、新しい価値観
と生活様式の転換による再生可能エネルギーの活
用と、原子力発電所を安全にして、安心できるプ
ラントとして再稼働させる科学技術の発展や社会
システムとしての要求に寄与する。（世界文明）

③  ボランテイアや自衛隊、米軍の善意で救われた
多くの被災者を考えれば、日本国家としての自覚
と自立した行動力を築くために憲法には、国のあ
るべき姿、国民が果たすべき役割を明記する。明
日への夢と希望を与え、日本人としての勇気と誇
りを持たせることこそが信頼される国づくりにな
る。公共の福祉に反しない限りの「私権」と「プ
ライバシー」、私と個の違いの区別が大切。「個は
公共の一員」としてあることで、個人の尊厳が認
められる。（権利と義務）

④  この大災害を機会に、原子力発電所は全て９電
力の民間経営下に置くことは止めて、国の特別の
機関とすべきである。フランスなどは国営の電力
会社であるからこそ原発中心の電力供給が可能で
あること。少なくとも、原発事故や廃炉、核燃料
廃棄物の最終処分場等は、民間の災害保障レベル
では不可能である。（原発の国有化）

⑤  私達は日常生活する範囲（拠点、on site）と非
日常生活圏（広域、Network）を持つ。

　 災害時には日常生活圏が直接影響を受けるも、こ
れに一時耐えることが自立であり、その安全策を
もつことが生活のベースである。然る上で、広域
からの支援（back up）が得られることで安心が
保障される。自助（on site）・互助（Network）・
公助（国家）が日本国民の安全・安心の基本であ
る。（自助・共助・公助）

⑥  東京への一極集中は、国際社会の経済競争下に
あって、これからも加速されるであろうが、この
大震災を逆手に、東京圏から30％の人口や職場
の移転を考えては如何であろうか。大企業にあっ
ては、地方へのシフトを心がけ、大学や研究機関
への投資は地方を優先し、工場の増改築も地方へ
のシフトを優遇する。（地方分散と自立化）

⑦  職場や教育機関の地方移転を推進することに
よって、生活拠点との二重化を推進する。一例と
して、単身赴任を廃止したり、地方と大都市の両
方に住居を持つことを優遇する。地方主権が確立
されつつある時代にあって、地方都市機能を充実
すれば、十分に非常時の大都市のback upが可
能になる。データセンターのバックアップは必然
であるように、ポートフォリオ（分散貯金）と同
じ考えで、生産と消費、農村と都市を分離させて
きた対策から、両者を併せ持つ共存型へ、大都市
と地方都市の関係を連携するソフト・ハード両面
でのプロジェクトを緊急に推進すべきである。

（都市と農漁村の二地域居住制度）
⑧  地域防災計画と原子力安全協定の空文化を見直

し、対策丸投げで自己犠牲を強いていた現況を実
のある形にすること。万一の過酷事故発生時に
は、住民の避難はどこに、どの様にという訓練を
事前にしておくことが不可欠である。（生命倫理
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は国の責任）
⑨  原発事故は関連死者が多いことを想定して災害

救助法を改定すること。受け入れ主体についても
都道府県と市町村の間で事前調整をしておくこ
と。（災害基本法・災害救助法・原発安全協定等）

⑩  再生に当たって、本当に安心できる一次から六
次生活圏を区別した除染レベルを明確にした対策

と保証を行う国策が必要である。除染はその場処
理を原則に３年、30年、100年、1000年の単
位で長期間かけて実施する。（安心できる除染策）

以上10項目を東日本大震災から学んだ結論としま
す。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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研究・技術最前線

一般社団法人都市環境エネルギー協会　自主研究

DHC地区における災害時対応の現状調査と
DCPモデルスタディ

工学院大学建築学部まちづくり学科 准教授　中島　裕輔
１．はじめに
　東日本大震災後の都市エネルギーシステムのあり
方として、平常時の省エネ・省CO2に加え、災害
時にはBCP（Business Continuity Plan）のみ
な ら ず、 エ リ ア と し て のDCP（District 
Continuity Plan）も求められてきている。ところ
が既存の地域冷暖房エリアにおいては、各ビルの
BCPに対する取り組みもまだ途上であるところが
多い。
　更に近年、電力の自由化の流れとともに高度な防
災都市構築のため空地の活用方法の見直しも検討さ
れており、今後は自立分散型電源の設置に関する規
制も緩和されると思われ、既存のDHC地区におい
て、需要家ビル及びプラントの非常時対応の現状を
把握した上で、非常時の電力確保を考慮したDCP構
築の検討を行うことは有意義であると考えられる。
　そこで本研究では、DHC地区の需要家ビルに対
するBCPの策定や非常時のエネルギー供給の備え
についての現状調査、及び、既存地域冷暖房プラン
トの非常時対応についての現状調査をおこなった上
で、CGSを導入したDCPモデルを提案し、その平
常時・非常時の有効性の検証を行った。その研究の
一部を抜粋して報告する。

２．DHC地区需要家ビルの災害時対応調査
　新宿西口地域の２つのDHC地区（新宿新都心地
区・西新宿一丁目地区）に加入する超高層ビルおよ
び関連施設を対象に、2013年10 ～ 12月で実施
した。アンケート配布数は20棟（18施設）、回収
数は16棟（14施設）で、回収率は80％であった。
用途は、事務所、庁舎、ホテル、学校である。
　図2.1に、震災以前（2010 年度）のピーク電
力を100％とした際の各ビルのピーク電力の割合

を示す。2013年度においては2010年度を上回
るビルは無く、震災以前よりも１～３割ほど少ない
電力デマンドを維持しているといえる。
　BCPの策定状況では、６割以上が策定を完了し
ており、非常時の必要電力まで算定しているとの回
答も３棟あったが、検討中を含め４棟が未策定で
あった（図2.2）。また非常時において平常時と同
様に業務を行うとの回答はなく、半数以上が業務を
減らす、あるいは行わないとの回答であった（図
2.3）。
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図2.1　ピーク電力割合

図2.2　BCPの策定状況
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　非常用発電機の整備状況を見ると、震災以降、半
数のビルが容量を増設し、ピーク電力を100％賄
えるビルも２棟から４棟へ増えていた。しかし、そ
の稼働可能時間は24時間未満が７割以上を占め、
72時間稼働できるビルは２棟のみであった（図
2.4）。

　災害時における設備別の電力制限想定の集計結果
を図2.5に示す。設備ごとの平均は40 ～ 50％で
あるが、ビルごとに非常にばらつきが出ている。
　災害時に求めるエネルギー需要割合の集計結果を
図2.6に示す。多くのビルで、５割以上の要求があ
ること、冷温熱についても電力と同程度の要求があ
ることが分かる。
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３．DHCプラントの災害時対応に関する調査
　首都圏近郊１都６県の熱供給事業者を対象に、
2014年11 ～ 12月で実施した。アンケート配布
数はDHCプラント80施設、回収数は47施設で、
回収率は59％であった。
　震災前後の契約電力の減少率を図3.1に示す。変
化なしが11施設（33％）、10％未満の減少が９
施設（27％）であった。また、30％以上減少し
たプラントが１施設ある一方で、増加したプラント
も４施設見られた。

　非常用発電機の有無と種類を図3.2に示す。需要
家建物で所有しているためプラント内に備えられて
いない施設も多いが、ガス主体のプラントでは熱源
機器の運転が可能な発電機も約１/ ３の施設で設置
されている。なお、稼働可能時間は72時間の２施
設と48時間の１施設以外は平均12時間以下で
あった。

　CGSの設置状況を図3.3に示す。電気主体のプ
ラントでは設置しているプラントはないが、ガス主
体のプラントでは５箇所で設置済みであった。また
予定でも、電気主体のプラントでは９割以上のプラ
ントでCGSを設置する予定はないが、ガス主体の
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プラントでは約４割で設置予定とのことであった。
CGS設置予定なしの大きな理由としては、設置ス
ペースの確保が困難なことと、コストの問題等があ
げられた。

　BCPの策定状況を図3.4に示す。電気主体のプ
ラントの70％（19件）、ガス主体のプラントの
85％（17件）がBCPの策定を行っているが、非
常時における必要電力量も算定しているのは、電気
主体が10％（３件）、ガス主体が60％（12件）
であった。
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　DCPの必要性について、自由記述意見から分類・
集計したものを図3.5に示す。回答施設のうち３分
の２がDCPは必要と回答し、様々な課題はあるも
のの、今後検討していくべきとの意見が多く見られ
た。逆に必要ないとの意見も２割弱見られた。具体
的には、肯定的な意見として、「需要家のBCP対応
に合わせたDCPが必要」、「DHC事業者が需要家と
一体となって検討すべき」などが、否定的な意見と
して、「プラント能力では対応できず、設備の増設
も不可能」、「必要最低限のエネルギーでは事業継続
はできない」などが見られた。
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４．DHC地区におけるDCP構築に向けた検討
　西新宿一丁目地区の総床面積と冷熱需要量をモデ
ルとした全10棟からなる仮想DHC地区を想定し、
その需要家ビルの１棟にCGSを設置して非常時は
周辺ビルに供給すると仮定した場合の非常時の供給
割合や平常時の省エネ性について検討をおこなう。

4.1　電力・熱の供給先の設定
　CGSの発電電力及び排熱の供給先について、平
常時を図4.1に、非常時を図4.2に示す。
　CGSは、ガスタービン（GT）CGSとガスエン
ジン（GE）CGSの２パターンを設定した。CGS
の発電電力は、平常時はCGS設置ビルで自家消費
し、非常時にはあらかじめ想定した近隣ビルへ供給
する。排熱については、平常時のガスタービン
CGSからの蒸気はそのままDHCプラントへ供給
し、ガスエンジンCGSからの温水は吸収式冷凍機
を介して冷水をプラントへ供給する。非常時は自家
消費のみを想定する。
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図3.3　CGSの設置状況

図3.4　BCPの策定状況
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図3.5　DCPの必要性

図4.1　平常時の電力・熱供給先

図4.2　非常時の電力・熱供給先
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4.2　建物用途規模タイプの設定
　建物の用途・規模を変えた以下の３タイプで検討
を行った。

【タイプＡ】：同規模
　地区内の10棟全ての用途を事務所とし、延床面
積は等しくする。うち１棟にCGSを設置し、非常
時にはその建物を含めた３棟に電力を供給する。

【タイプＢ】：規模違い
　地区内の10棟全ての用途を事務所とし、うち９
棟は延床面積を等しく、１棟は他の２倍の延床面積
を設定する。この１棟にCGSを設置し、非常時に
はその建物を含めた３棟に電力を供給する。

【タイプＣ】：病院
　地区内の10棟全ての延床面積を等しくし、その
中の１棟は病院、残りの９棟は事務所に設定する。
病院にCGSを設置し、非常時には病院を含めた３
棟に電力を供給する。

4.3　エネルギー需要の想定
　仮想DHC地区は、その総冷熱供給量を西新宿一
丁目地区DHCと等しく設定し、これをもとに用途
別のエネルギー需要原単位を用いて延床面積と電
力・温熱需要を設定した。

4.4　CGS運転パターンの設定
　CGS運転パターンとしては、①CGS導入建物の
電力需要に応じて運転する「電力優先」、②排熱供
給先である仮想DHC地区全体の蒸気需要に応じて
運転する「蒸気優先」、③電力・蒸気のどちらにも
余剰が生じないように運転する「最適運転」の３パ
ターンを設定してシミュレーションをおこなった。

4.5　CGS発電容量の設定
　タイプＡ～Ｃの発電容量は、非常時の電力供給建
物３棟の時刻別合計電力量が最も大きい値の30％
を賄えるように設定した。また、タイプＡ（同規
模）については、この割合を40％と50％につい
ても設定した。各タイプの発電容量は以下となっ
た。
　タイプＡ（同規模・30％）：1,193kW
　タイプＡ（同規模・40％）：1,591kW

　タイプＡ（同規模・50％）：1,988kW
　タイプＢ（規模違い）：1,315kW
　タイプＣ（病院）：1,099kW

4.6　シミュレーション結果
　各タイプの年間投入一次エネルギー量を図4.3に
示す。非常時の供給割合30％の各タイプでは、ど
のタイプ・パターンにおいても削減しており、最大
削減率は、タイプＡはGT最適運転で10.9％、タ
イプＢもGT最適運転で18.4％、タイプＣはGE蒸
気優先で31.3％となった。病院タイプでは、ガス
エンジンCGSとの相性が良いと言える。
　タイプＡにおける発電容量の比較では、40％、
50％ともに増加するパターンも見られ、最大削減
率も容量が大きくなるほど小さくなっている。本仮
想DHC地区モデルにおいては、非常時の供給電力
割合を30％から大きくするほど平常時の省エネ性
が低下する傾向が見られた。

５．まとめ
　本報告では、DHC地区における災害時対応の現
状調査と、西新宿一丁目地区の熱供給規模を元にし
た仮想DHC地区にCGSを導入したDCPモデルス
タディをおこなった。スタディの結果、非常時に
CGS発電電力を３棟で共有する場合、その量がピー
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図4.3　タイプ別の年間投入一次エネルギー量



都市環境エネルギー　第111号20

ク電力の30％程度であれば、平常時にもおよそ１
～２割の省エネ効果が得られ、病院が加わるとさら
にその効果が向上することが示された。
　本モデルスタディをもとに、様々なタイプの
DHC地区でもDCP検討がおこなうことができるよ
うなスタディを進めていく計画である。

参考文献
（社）日本エネルギー学会編：天然ガスコージェネ
レーション計画・設計マニュアル
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ニアリングソリューションズ株式会社から、アン
ケート調査においては各需要家ビルから多大なご協
力をいただきました。ここに記して謝意を表しま
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わが街づくり

次世代エネルギーを活用した薩摩川内市の
まちづくりについて
～みんなで創る“エネルギーのまち”の取組み～

鹿児島県薩摩川内市　企画政策部　新エネルギー対策監　久保　信治

１．はじめに
　平成 23（2011）年3 月の東日本大震災や、東
京電力福島第一原子力発電所の事故を契機に、再生
可能エネルギーや、節電、省エネルギー、エネル
ギーコスト、供給側の電源構成等が国民的関心事項
として注目されるようになりました。
　薩摩川内市には、火力発電所や原子力発電所があ
り、九州地域における基幹電源の供給地として、ま
た、市内の川内地区には都市ガス網が整備され、さ
らに川内港には、石油、LPG の2 次基地が設置さ
れる等、九州圏内において有数のエネルギー供給基
地として長きに亘り重要な役割を担ってきました。
　他方、快適な街なか生活、限界集落（薩摩川内市
では「ゴールド集落」と呼ぶ）等での生活、エネル
ギーが豊富なまちでの生活、本市の特徴を活かした
産業、本市の経済を支え高める産業、都市の安全を
支える基盤、持続可能な市政運営等の課題に対応し
ていく必要性が浮き彫りになりました。
　薩摩川内市としては、持続的な経済発展に向け、
再生可能エネルギーおよび未利用の海洋エネルギー
等の新しいエネルギー源の作り方や使い方、さらに

は、石油、ガス、原子力等の既存のエネルギーの使
い方を考えながら、まちづくりを加速化させていく
ことが重要と考えるに至りました。
　このような背景の下、市内に内在する多くの課題
を解決できる「市民が喜ぶエネルギー面での処方
箋」を提示することを目的とし、かつ、次世代エネ
ルギーの利活用等による「エネルギーのまち」を目
指すべく、平成25年３月に次世代エネルギービ
ジョン・行動計画を策定し、具体的に進めておりま
すので、わがまち薩摩川内市の街づくりについてご
紹介いたします。

図1　次世代エネルギーとは

【ポイント】
①　東日本大震災や福島第一原発の事故を契機に、エネルギー
が国民的関心事項となっています。
②　本市は、九州地域における基幹エネルギーの供給基地と
して重要な役割を担ってきました。
③　他方、将来の少子高齢化の進展や、ゴールド集落等の課
題が顕在化しています。
このような背景の下、市内に内在する多くの課題を解決でき
る「市民の喜ぶエネルギー面での処方箋」を提示することを
目的とし、かつ、次世代エネルギーの利活用等による「エネ
ルギーのまち」づくりを加速させるべく、次世代エネルギー
ビジョン・行動計画を策定しました。

 

HEMS
BEMS
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図２　薩摩川内市の概要

２．薩摩川内市（さつませんだいし）の概要
　薩摩川内市（さつませんだいし）は、平成16年
10月、川内市、樋脇（ひわき）町、入来町、東郷
町、祁答院（けどういん）町、里村、上甑（かみこ
しき）村、下甑村、鹿島村の、１市４町４村が合併
して誕生した、県内最大面積（約683.50k㎡）を
有する人口約10万人の都市です。
　本市は、薩摩半島の北西部に位置し、南は鹿児島

市といちき串木野市、北は阿久根市に隣接する本土
地域と、上甑島、中甑島、下甑島で構成される甑島
地域で構成されています。市街部に加え、東シナ海
に面した変化に富む海岸線、市街地を流れる一級河
川川内川（せんだいがわ）、藺牟田池（いむたいけ）
をはじめとする、みどり豊かな山々や湖、更には美
しい甑島（こしきしま）など、多様な地理的特性を
有しています。

博多駅

新鳥栖駅
久留米駅
新大牟田駅

熊本駅

新水俣駅
出水駅

鹿児島中央駅

新八代駅

九州自動車道

鹿児島空港

九州新幹線

鹿児島県 
薩摩川内市 

 

川内駅 
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３．次世代エネルギーを活用した取組の方向性と重
視する視点
　薩摩川内市では、次世代エネルギーを活用したま
ちづくりの方向性の重視する視点として、市のみな
らず、市民、企業、教育関係者等と協働で、暮らし
方や働き方の変革を促し、持続的に発展するまちづ
くりを進めることを明確に伝えるために、次のよう
にキャッチフレーズを掲げました。

　また、薩摩川内市が抱える課題、課題解決のため
の方向性、重視する視点、そして、具体的な取り組
み、薩摩川内市の未来像に至る関係は下記のように
位置付けました。

超スマート！薩摩川内市
～みんなで創るエネルギーのまちの未来～

図3　方向性と重視する視点等の位置づけ

　重視する視点は以下のとおりです。
　○ 　薩摩川内市固有の地域を充分に活かした「薩

摩川内市らしさ」という視点
　　 ⇒表題の自治体名の冠を他の自治体に代えるだ

けで、ビジョンや行動計画が成立するようなこ
とがないようにしました。

　　 あくまでも地域に拘って、地域の特色（強み・
弱み（課題））を活かした施策に繋げることを
意識しております。

　○ 　これまでにない技術開発や技術の導入、新し
い産業の育成という視点

　　 ⇒実証実験や技術開発については新しい産業の
育成という視点を掲げ、PR性の高いもの今後、
国内外に横展開できることを念頭に策定するこ
ととしました。

　　 エネルギーに対する意識の変革と共に、技術動
向も変わりつつあります。近年、より注目を集
めるようになった再生可能エネルギーや、これ
までも積極的に取り組まれてきた省エネルギー

技術だけでなく、供給側の負担を需要側でコン
トロールするような技術として、スマートグ
リッドや、エネルギー管理システム等が提案さ
れています。市内企業や、大学、教育機関等と
連携し、こうした技術に対する研究開発を進
め、市内に関連技術やノウハウ等を蓄積し、さ
らにその技術やノウハウを市内企業に展開し、
新たな産業を育成することや、既存の製品、
サービスの高付加価値化につなげるという視点
で事業を進めるものです。

４．具体的な取り組みと未来像に向けて
　薩摩川内市における現状と課題等を踏まえ、ビ
ジョンの方向性や具体的な取り組みの延長線上にあ
る10年後から20年後の「ありたい姿」を薩摩川
内市の未来像として提示しました。
　ありたい姿は、市民の身の回りの困りごとや薩摩
川内市が抱える課題等を解決するための様々な取り
組み（10のテーマ）を実施し、その結果、「市民生
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図４　ビジョンの「具体的な取組み」と「薩摩川内市の未来像」の関係

活」「産業活動」「都市基盤の整備」（三本の柱）が
相当程度改善することを前提に描いています。ただ
の夢物語を描くのではなく、ビジョンで掲げた10

のテーマの具体的な取り組みを着実に実施すること
で、この未来像にたどりつき、現実になるものとい
う考えにより描いたものです。
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５．具体的取組み
５．１取組み事例
　それぞれの行動計画に沿って具体的に取組んでいる事例は、詳細にご紹介できませんが、概ね以下のとおり
です。
①　テーマ１関連 ：見守り支援サービス実証事業
②　テーマ３関連 ：スマートハウス（モデル）実証事業
③　テーマ４関連：エネルギーの市民意識の向上
　　　　　　　　　　・次世代エネルギーフェアーの実施
　　　　　　　　　　・FMさつませんだい（地域コミュニティ FM）での広報活動
　　　　　　　　　　・小中学校向けの「エネルギーブックレット」を使った出前授業の実施
　　　　　　　　　　・家庭用の太陽光発電等導入時における補助金交付（地球にやさしい環境整備補助金）
　　　　　　　　　　・公用車EV（電気自動車）導入実証事業
④　テーマ５関連：市民の活力によるエネルギーの自給自足モデルの構築
　　　　　　　　　　・薩摩川内市総合運動公園防災機能強化事業
　　　　　　　　　　・川内駅ゼロエミステーション化（低炭素化）実証事業
　　　　　　　　　　・公共施設の屋根貸し事業
　　　　　　　　　　・地域主導による自然エネルギーの地産地消（地元高校生と温泉活性化協議会とのコラボ）
⑤　テーマ６関連：市内資源を活用した地域型産業の振興　
　　　　　　　　　　・次世代エネルギー事業推進事業
　　　　　　　　　　・独立型LED街路灯導入事業　
　　　　　　　　　　・「（仮）薩摩川内市竹バイオマス産業都市構想」推進事業
⑥　テーマ８関連 ：薩摩川内市特有の観光スタイルの創出と育成
　　　　　　　　　　・甑島（こしきしま）EVレンタカー導入実証事業
　　　　　　　　　　・超小型モビリテイ導入実証事業
　　　　　　　　　　・川内駅～川内港電気シャトルバス導入事業　
　　　　　　　　　　・電気自動車充電インフラ整備事業
⑦　テーマ９関連 ：次世代エネルギーの効果的な導入に関する技術研究及び仕組みづくり
　　　　　　　　　　・小鷹井堰地点らせん水車導入実証事業　
　　　　　　　　　　・デジタルグリッド実証事業
⑧　テーマ10関連 ：エネルギーの賢い使い方に関する仕組みづくり
　　　　　　　　　　・スマートグリッド（次世代電力網）実証試験
　　　　　　　　　　・甑島（こしきしま）蓄電池導入共同実証事業

５．２事業の紹介
　上記の取組みのうち、３事業をご紹介します。
（１）独立型LED街路灯導入事業
　アンケート調査における「まちの困りごと」の解
決と市内企業の産業振興を 目的として、市と18事
業者・２学校の産学官連携により、“メイドイン薩
摩川内”独立電源型LED灯の開発・製造・設置（市
内12 ヵ所に120基）しました。 図５　LEDの街路灯の導入
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（２）「（仮）薩摩川内市竹バイオマス産業都市構想」
推進事業
　薩摩川内市及び本県に全国トップレベルの量で存
在している「竹」は、地域資源であると同時に竹害
や放置竹林という地域課題にもなっています。構想
では、「竹」の未利用部分の有効利用や効率的利用
を促すことにより、伐採・収集・処理・加工・販売
の一連の流れの中での事業化や産業振興、それに伴
う雇用創出を目指すものです。

　平成27年度から協議会組織を立ち上げて、既存
の「竹」の収集・処理システムの活用、竹紙や竹
炭、バイオマスエネルギー利用の既存の利用用途の
拡大、そして、新たな部素材の開発や食品・医薬品
等の生活資材への展開等の多面的な「竹」の高機能
活用の議論や取組を進め、社会的な課題である「竹」
を活用して持続的な循環型社会の構築を目指ていき
ます。

（３）小鷹井堰地点らせん水車導入実証事業
　水力発電開発で困難な低落差での開発促進、市民
に対する普及啓発や指定管理施設の電気料金の軽減
を図るため、日本工営㈱と共同で小水力発電設備の
実証事業を行うこととしております。導入するらせ
ん水車（30kW）は、10kWを超えるらせん水車
としては、 国内第１号で平成27年６月９日から運
転開始しました。

６．計画の実現に向けて
　計画は目的の達成に向けて具現化していくために
策定するものです。そのためには、市内外の産・学・
民そして公が協力・連携し、適切な体制を構築しつ
つ進めて行くことが不可欠です。本市でも各プロジェ
クトを推進するにあたり、実効性のある体制づくり
をしつつ、全体的な観点からPDCAサイクルに基づ
く評価と必要に応じて改善に向けた対応を進めて行
く体制づくりも同時に行い、さらなる「市のありた
い姿の実現」に向けて取組みを推進して行きます。

７．おわりに 
　薩摩川内市の取組みは、まだ始まったばかりで
す。多くの方々に“住みたい”、”働きたい”、”訪問
したいと感じて頂ける、「エネルギーのまち　薩摩
川内市」となるべく、国土交通省を始めとする各省
庁、鹿児島県、企業、教育機関などの関係者と緊密
に連携し、未来像や構想の実現に挑戦し続けたいと
考えています。今後ともご支援・ご指導の程、よろ
しくお願いします。

図６　竹バイオマス産業都市構想

図７　らせん水車設置の様子
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建設レポート

Fujisawaサスティナブル・スマートタウン
～ 100年先も続く『くらし起点』の街づくりに向けて～

パナソニック株式会社 ビジネスソリューション本部CRE事業推進部藤沢SST推進課　荒川　剛

１．事業所跡地を活用した新たな地域貢献
　Fujisawaサスティナブル・スマートタウン（以
下Fujisawa SST）は、自然豊かで、商業・文教施
設にも恵まれた湘南藤沢エリアに位置し、1961
年に松下電器産業が関東へ初進出した工場跡地を利
用したスマートタウン開発です。
　工場稼動時には、「直接雇用の創出」、「地域経済
への貢献」という形で地域貢献を行ってきました。
工場としての役割を終えた後、新たな土地活用、新
たな地域貢献のあり方について、藤沢市へ提案し協
議の結果、環境を意識したスマートタウンをつくる
ことで街の価値を上げるという方針を決定し、
2007年よりこのプロジェクトをスタートしてい
ます。
　パナソニックが目指す街づくりは、藤沢の地域ポ
テンシャルを活かし、地域の課題を解決しながら、
自然の恵みを取り入れた“エコ＆スマートなくら
し”ができる街です。また、街をつくって終わりで
はなく、持続可能なスマートタウンを目指していま

す。これからは、「環境に配慮した新たなくらし方
の提案」、「街に集う人々の協業による新たなビジネ
スの創出」、「周辺地域との交流促進」という形で地
域へ貢献していきたいと考えています。

２．Fujisawa SSTの開発概要
　Fujisawa SSTの敷地面積は約19haで、南北
300m、東西600m、東京ドーム４つ分の規模に
なります。街を構成する施設は、戸建て住宅600
戸、集合住宅400戸の合計約1000戸の他、タウ
ンマネジメント施設、文化複合施設、健康福祉教育
施設などがあり、完成時には約3000人が暮らす
街になります。2014年の春から第一期の入居が
始まり「街びらき」を行い、秋にはタウンマネジメ
ントの中核となる「Fujisawa SST SQUARE」、
文化複合施設「湘南Ｔ-SITE」の完成によりグラン
ドオープンと位置づけました。街全体の完成は、
2018年度を予定しています。Fujisawa SSTで
は、「100年ビジョン」を掲げ、三世代にわたり発
展する街、すなわち『100年先まで続く街』を目
指します。
　街づくりの構想は、先ず、藤沢市と「街づくり方
針」を協同で策定しました。その「街づくり方針」
に 賛 同 い た だ け る 様 々 な 分 野 の 企 業 と 共 に

「Fujisawa SST協議会」を発足、「コンセプト」、
プロジェクトに対する環境などの「全体目標」、目
標を実現するための「ガイドライン」を作成してき
ました。Fujisawa SSTでは、生活に欠かせない

「エネルギー」と、人々が生き生きと活力を生み出
していく「バイタリティ」と言う意味を併せて『生

Fujisawa SST
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きるエネルギーがうまれる街』と言うコンセプトを
掲げています。街づくりの考え方は、これまでのイ
ンフラ中心のスマートタウンではなく、「くらし起
点」の発想とプロセスで、街づくりを進めていま
す。具体的には、住民の方々が「エコで快適」に、
また「安心・安全」に暮らしを楽しめるスマートラ
イフを先ず提案し、そのスマートライフのために必
要な「空間を設計」し「インフラを構築」しまし
た。
　コンセプトを実現するために、街全体の数字目標
を、環境目標として「CO2を70％削減」、「生活用
水を30%削減」、エネルギー目標として「再生可能
エネルギー利用率30%以上」と設定しています。
そして、最も特徴的なのが「安心・安全目標」で
す。これは、ライフラインが途絶えても、３日間は
生活維持でき、復旧できるための計画と体制を整え
ています。
　そして、街の全体目標を実現するために、プロ

ジェクトを推進するための「プロジェクトデザイ
ン・ガイドライン」、街の環境づくりのための「タ
ウンデザイン・ガイドライン」、この街に関る全て
の人のライフスタイルやサービスのための、「コ
ミュニティデザイン・ガイドライン」の３つのガイ
ドラインを作成しました。様々な視点の街づくり支
援ツールにより、この街の全体目標の実現を図り、
街に関るすべての人々のエコでスマートな行動に繋
げる取り組みを行っています。
　このような取り組みに加え、快適な暮らしをおく
るため、街の居住者の自治組織である「Fujisawa 
SSTコミッティ」と、街の運営会社であるタウン
マネジメント会社「Fujisawa SSTマネジメント株
式会社」が、地域に根ざして連携を行い、パート
ナー企業や藤沢市、周辺地域の自治体などととも
に、新たな仕組みやサービスを取り入れ、これから
も進化し続ける街を運営していきます。

開発概要

Fujisawa SST協議会参画団体

３．くらし起点の５つのサービス
　Fujisawa SSTでは、エネルギー、セキュリティ、
モビリティ、ウェルネス、コミュニティの視点で、
居住者の快適性、地域特性、未来のくらしを考え、
スマート・コミュニティライフを提案しています。

【エネルギー】
　Fujisawa SSTでは、「自立共生型のエネルギー
マネジメントタウン」をめざし、街全体で約3MW
超の太陽光発電システム、同容量の蓄電池、戸建て
住宅にはスマートHEMSを導入しています。また、
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街のエネルギー情報を収集分析して、住宅やタウン
マネジメントオフィスなど、街中で見える化し、省
エネ意識を醸成しています。
　Fujisawa SSTの全ての戸建住宅には、太陽光発
電、リチウムイオン蓄電池、エコキュート（オール
電化）またはエネファーム（Ｗ発電）、高効率エア
コン、全LED照明、節水トイレ・節水シャワー、
電気自動車用コンセント、情報端末としてのタウン
ポータル用タブレットとスマートTV、空気の浄化・
快適性としてナノイー発生器、IHクッキングヒー
タ、シンフォニーライティング、等の設備機器が標
準装備されています。
　街の南側の公共用地を活用し、県道沿いに約
400mに渡り、ソーラーパネルを設置しています。
100kW規模の「コミュニティソーラー」で、平常

時には売電を行い、非常時には住人はもちろん、周
辺地域に対して電源開放を行います。
　非常時には、ハード面とソフト面の両面からの備
えを準備しており、具体的には、３日間自宅滞留で
きるような住居、共有スペース、インフラといった
ハード面での整備、ソフト面では、少人数の共助グ
ループをつくり、タウンマネジメント会社が企画す
る防災イベントや各種行事などで、住民間の交流を
深めながら結束力や連携力を高め、非常時の活動に
つなげます。

【セキュリティ】
　Fujisawa SSTでは、ゲートなどで街を閉ざさず
に、見守りカメラと照明連動型のトータルシステム
等、見えないゲートで街を守る「バーチャル・ゲー
テッドタウン」を実現しています。
　具体的には、街の出入り口を限定する街路空間設
計。街の出入り口、公共の建物、公園の陰、大通り
の交差点などを中心に「見守りカメラ」を設置。通
常時は減光、人が近づくと照明がフル点灯しカメラ
も連動して夜間でも街の安全を見守るシステム。さ
らにホームセキュリティ、セキュリティコンシェル
ジュの巡回等で、街の安心・安全を見えないゲート
で守るセキュリティサービスです。

コミュニティーソーラー

バーチャルゲーティッドタウン
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トータルモビリティーサービス

【コミュニティ】
　Fujisawa SSTでは、街の情報や独自のサービス
につながるタウンポータルサイトを提供していま
す。マルチデバイス対応で、戸建住宅に標準装備さ
れるスマートTVはもちろん、スマートフォンやPC
からも簡単にアクセスできます。自宅のエネルギー
を見える化し、その家庭にあわせた省エネアドバイ
スの他、街の情報、周辺地域やイベント情報、セ
キュリティカメラの映像、モビリティシェアの状
況、住人の方の口コミや掲示板等、地域情報と街の
人々がつながり、交流を育む仕組みです。
　また、周辺地域のコミュニティ活動を活性化する
ために、ソーシャルサービスをつくっています。お
隣にお醤油の貸し借りをしていた姿にちなんだ地域
SNS「SOY　LINK（ソイリンク）」は、住人の所
有物やスキル・労働力の交換をサポートする「リ
ソースリクエスト」、防災や防犯などの情報交換を
サポートする「ベルリンガー」など、リアルタイム
に人々がつながりあえるプラットフォームです。便
利に快適に情報を交換し、共助しあえる仕組みを提
供しています。

４．100年先も新しい街を目指して
　街のグランドオープンを機に、街を「つくる」か
ら「育む」フェーズに移行を図る取り組みの一つと
して、「まち親」というプロジェクトを始めました。
街の住人、周辺住民、街で働く人など、街に関わる
全ての人々が「まち親」であり、街に集い、街で親
睦を深め、イベントの企画や街の未来についてアイ
ディアを出し合い、コミュニティを成長させていく
姿を目指しています。
　また、開発前の未利用地を、様々な街に関わる企
業との協業を行い、次世代のライフスタイルや新し
いカーライフの具現化を行う実証の場として活用す
ることで、街が事業を育て、街の未来への可能性を
拓く取り組みも開始していきます。
　100年先も「生きるエネルギー」が生まれる街
になるように、進化を続けるサスティナブルなス
マートタウン「Fujisawaモデル」の実現を目指し
ていきます。

【モディリティ】
　Fujisawa SSTでは、車を持たない人もアクティ
ブに、乗る人もエコになるトータル・モビリティ
サービスを提供しています。
　EV充電設備などのインフラ設置はもちろん、利
用シーンやニーズに応じて居住者が活用可能な、電
気自動車（EV）や電動アシスト自転車のシェアー
ドサービスやレンタカーデリバリーなど多様なサー
ビスを提案・提供し、エコな移動手段によるCO2
排出量削減にも貢献しています。

【ウェルネス】
　2016年度以降に開業が予定されているウェル
ネススクエアでは、特別養護老人ホームや薬局、学
習塾、保育所など、子どもから高齢者までが、ふれ
あいながら健やかになるサービスを予定していま
す。医療、看護、介護、調剤が担当分野の枠を超え
て連携する「地域包括ケアシステム」の構築を検討
しています。

地域包括ケアシステム
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Fujisawa SSTの街なみ
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建設レポート

田町駅東口北地区省CO2まちづくり
～官民連携による低炭素で災害に強いまちづくり～

東京ガス株式会社都市エネルギー事業部地域エネルギー開発部　山本　智美
東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社スマートエネルギーネットワークシステム部　

坂齊　雅史

１．はじめに
　東京ガスグループでは、1971年首都圏初の取
組として新宿新都心において地域に効率的に熱エネ
ルギーを供給する地域熱供給事業を開始して以来、
13地区に対して熱の面的利用を展開し、都市の環
境性と都市景観や都市機能の向上に貢献してきた。
　特に、東日本大震災以降は、BCPニーズが高ま
り、国や自治体においてもエネルギー分野に関する
さまざまな方針が打ち出されるなど、環境性に加
え、安心で安全なまちづくりに向けてエネルギーイ
ンフラの強靭性が強く求められるようになった。
　これらを背景に、2014年６月には政府が発表
した「国土強靭化基本計画」において施策分野ごと
の推進方針が掲げられ、エネルギーサプライチェー
ン全体の強靭化の柱として、コージェネレーション
システム（以下、CGS）、燃料電池、再生可能エネ
ルギー等の地域における自立・分散型エネルギーの
導入促進が打ち出された。
　また、昨年12月に東京都が発表した「東京都長
期ビジョン」の政策の一つである「スマートエネル
ギー都市の創造」では、省エネルギーと快適性・防
災性を高次元で実現するスマートエネルギー都市を
創 造 す る た め、CGSを2024年 ま で に60万kW

（2012年度比約２倍）導入することが掲げられて
いる。
　これらの政策からもわかるように、今後の街づく
りにおいては、CGSや再生可能エネルギー等の導
入およびエネルギーの有効活用による低炭素化なら
びにエネルギーインフラの強靭性が強く求められて

いる。東京ガスグループは、このような社会的要請
に応えるシステムとして地域熱供給事業より培われ
た熱のネットワークを形成する技術を礎に、それら
をさらに進化させ、都市機能の高度化と環境共生を
同時に実現するエネルギーシステムとしてスマート
エネルギーネットワークを提案し、具体的なプロ
ジェクトとして実践している。
　スマートエネルギーネットワークとは、CGSを
核としながら、太陽光などの再生可能エネルギーや
清掃工場廃熱などの未利用エネルギーを最大限に有
効活用し、熱と電気のネットワークを構築、さらに
は情報通信技術（以下、ICT）も活用し、建物間や
地域間でエネルギー需給を面的かつ、最適に制御、
利用するエネルギーシステムである。
　ここでは、2010年度に国土交通省「住宅・建
築物省CO2先導事業」に採択され、官民が連携して
進めているまちづくり「田町駅東口北地区省CO2
まちづくりにおけるスマートエネルギーネットワー
ク」の取組について紹介する。

２．概　要
　東京都心部に位置する港区は、2007年環境と
共生した複合市街地の形成に向けた「田町駅東口北
地区まちづくりビジョン」を策定した。田町駅東口
北地区はこのビジョンのもと計画が進められてお
り、港区を中心に開発している東側街区となる「く
らしの拠点ゾーン（Ⅰ街区）」と東京ガスを中心に
開発する予定の西側街区となる「新たな都市の拠点
ゾーン（Ⅱ街区）」の大きく二つのゾーンに分けら
れている（図１）。
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　先行開発されたⅠ街区はスマートエネルギーセン
ターを中心に、港区の防災拠点となる「みなとパー
ク芝浦」、南麻布から移転した「愛育病院」、港区の
既存施設を改修し新たに開設する「港区立しばうら
保育園等」の各施設を熱と電気、情報のネットワー
クで連携したスマートエネルギーネットワークを構
築、エリア全体でCO2削減45％（1990年港区基
準比）の目標を掲げ、官民が連携した低炭素で災害
に強いまちづくりを目指している。
　なお、このⅠ街区は2014年11月より順次エネ
ルギー供給を開始しており、このような新たなまち
づくりにおけるスマートエネルギーネットワークの
構築は日本初の取組となっている。

建築主　：港区
設　計　：（株）NTTファシリティーズ
施　工　：鹿島、きんでん、東熱、須賀異業種建設
共同企業体
延床面積：50,724.9㎡
建物規模：地上８階地下１階
整備施設：芝浦港南地区総合支所
　　　　　港区立消費者センター
　　　　　港区立介護予防総合センター「ラクっちゃ」
　　　　　港区立男女平等参画センター「リーブラ」
　　　　　港区スポーツセンター　他
開　設　：2014年12月22日
　また、本施設は東日本大震災を踏まえ大幅な防災
機能の強化を図ったほか、建物へも様々な先進技術
の導入や国産木材の活用など、低炭素化への取り組
みを積極的に行っている。

図１　エリア計画図

図２　田町駅東口北地区Ⅰ街区
（2014年10月末時点）

３．各建物の概要
ここで、スマートエネルギーセンターよりエネル
ギーを供給する各建物について紹介する。
３．１みなとパーク芝浦
　港区の芝浦港南地区総合支所やスポーツセンター
などのさまざまな行政施設からなり、地域の防災拠
点としての役割も担っている。

３．２愛育病院
　総合周産期母子医療センター・小児救急などの重
要施設からなる病院であり、日本の周産期医療・母
子医療の方向性を示すモデル病院である。
建築主　：社会福祉法人　恩賜財団母子愛育会
設　計　：（株）日建設計
施　工　：鹿島建設（株）、（株）きんでん、日比谷
総合設備（株）
延床面積：17,586㎡
建物規模：地上10階、塔屋
ベット数：160床
開　院　：2015年２月２日

図３　みなとパーク芝浦
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３．３港区立しばうら保育園・あっぴぃ芝浦
　現有する港区のスポーツセンタープール棟を改修
し、新たに保育園のほか、乳幼児一時預かり事業お
よび子育て支援事業を予定している。
建築主　：港区
設　計　：（株）NTTファシリティーズ
施　工　：松尾・埼和建設共同企業体
延床面積：6,597.5㎡
建物規模：地上６階
開　設　：2015年秋（予定）

図４　愛育病院

図５　港区立しばうら保育園等

３．４スマートエネルギーセンター
　本エリアのエネルギー供給を担うスマートエネル
ギーセンターは港区が建設した「みなとパーク芝
浦」内エネルギー棟地下１階に設置している。
事業主　：東京ガスエンジニアリングソリューショ
ンズ（株）
設　計　：（株）日本設計
施　工　：新日本空調（株）
プラント面積：929㎡
供給区域面積：46,000㎡
供給開始　　：2014年11月１日

図６　スマートエネルギーセンター
（エネルギー棟B1F）

　このスマートエネルギーセンターでは、①マシン
ハッチ部分にガラスブロックを利用、②ドライエリ
アに接する壁には窓を設置、③光ダクトによる中央
監視室内への採光など、地下に設置されたプラント
においても採光を取り入れる工夫をし、プラント自
体のスマート化も実現している。これにより、省エ
ネとともに、働く人にも優しいプラントを実現して
いる。

図７　マシンハッチ部分ガラスブロック

４．スマートエネルギーネットワーク設備概要
 スマートエネルギーセンターでは、エリアに賦存
する再生可能エネルギーや未利用エネルギーを最大
限活用している。また、需要家側の要求熱媒に応じ
るため冷房負荷対応として７℃冷水、暖房負荷対応
として47℃温水、給湯・加湿負荷対応として
782kPa蒸気の６管式供給を実現する熱源構成と
している。
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　システムフローを図８に示す。
　スマートエネルギーセンターの構築にあたって
は、熱源機器、CGS等、現時点で最高効率のトッ
プランナー機を採用した。また、エネルギー選択の
多様性や安定供給も実現するため、ガス系熱源機だ
けでなく、インバータターボ冷凍機等電動系熱源機
も採用したベストミックス熱源としている。さら
に、冷却水温度を下げ、ターボ冷凍機の高効率運転
を実現するため、吸収系とターボ系の冷却水竪管お
よび冷却塔を分離し、２系統とした。
　一方、CGSが賄う電力負荷を増加させるため、
みなとパーク芝浦とスマートエネルギーセンターは
一括受電とした。なお、CGS容量の選定にあたっ
ては、スマートエネルギーセンターで利用できる廃
熱が最大となる容量を選定している。

５．エリアの特徴
　田町駅東口北地区における主な特徴は以下のとお
り。
５．１再生可能エネルギーの有効活用
　みなとパーク芝浦の南面が公園という立地条件を
活かし、歩行者デッキの屋根面に、地域熱供給事業
として初めて大規模に真空管式太陽熱集熱器を設
置。真空管式太陽熱集熱器は高温水（90℃程度）
を取り出すことが可能であるため、CGSの廃熱と
併せて、通年で冷暖房の熱源に利用している。あわ
せて、訪れる人などへの環境意識の醸成に向けて歩
行者デッキの屋根面の一部をガラス張りにし、太陽

熱利用の見せる化も行っている。
　また、各建物の屋上には太陽光発電パネルや風力
発電なども設置されており、エリア全体で再生可能
エネルギーを積極的に活用している。

５．２未利用エネルギーの有効活用
　エリアの近傍にある年間を通じて20℃前後と温
度変化の少ない地下トンネル水を夏はスクリュー冷
凍機の冷却水として、また冬は蒸気吸収ヒートポン
プの熱源水として活用する。これにより、夏は冷熱
の製造効率を5.5→8.1に、冬は温熱の製造効率を
0.8→2.3へと年間を通じて熱の製造効率を大幅に
向上させている。この地下トンネル水の活用も地域
熱供給事業として初めての取組である。

５．３エネルギーセキュリティの向上
　本エリアでは、停電時においてスマートエネル
ギーセンターより熱と電気を継続的に供給すること

図８　システムフロー

図９　太陽熱集熱器（歩行者デッキ屋根面）
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で、エリアのエネルギーセキュリティの向上を図っ
ている。具体的には、愛育病院へ病院で必要な冷温
熱の100％を72時間以上継続供給する。また、防
災拠点となるみなとパーク芝浦へはスマートエネル
ギーセンターに設置した中圧ガスを活用したCGS
と建物が保有する非常用発電機により電気を継続供
給する。
　
５．４建物とスマートエネルギーセンターとの連携
　田町駅東口北地区では、建物とスマートエネル
ギーセンターをICTで連携し、SENEMSⓇ（スマー
トエネルギーネットワーク・エネルギーマネジメン
トシステム（セネムス））を活用することにより、
外気温、空調機等のエネルギー利用状況、熱源機の
運転状況を常時把握する。また、収集したデータを
リアルタイムで分析処理し、熱源機（供給側）だけ
でなく、空調機（需要側）の制御も行うことで、エ
リア全体の低炭素化を実現する。あわせて、収集し
たデータを活用することでスマートなエネルギー利
用を促す効果的な見える化も行う。
　このように、供給側が需要側にまで踏み込んだ需
給最適制御を行うことも地域熱供給事業として初め
ての取組となる。
　ここで、本エリアで展開するSENEMSⓇについ
て具体的に紹介する。
　SENEMSⓇでは、過去の負荷実績、空調機運転
スケジュール等から需要を予測し、予測負荷に基づ
いた熱源機、空調機の最適シミュレーションを行
い、これらの翌日の最適運転計画を立てる。当日
は、外部情報として気象データや需要家側のイベン
トデータ、建物のBEMSから空調機等の設定・稼

働状況等のデータ、スマートエネルギーセンターの
中央監視システムから熱源機・CGSの設定等のデー
タを収集し、そのデータに基づき、前日に計画した
最適運転計画を補正する。その上で、空調機、熱源
機等の稼動状況を理想に近づけるために、空調機お
よび熱源機等の温度設定やスケジュール変更等を行
うようSENEMSⓇにより各機器に制御指令を発信
する。これにより需要と供給を最適に制御する。
　また、収集したデータを有効活用し、エネルギー
利用者の省エネ行動を促進するような見える化を実
施するとともに、省エネ対策の効果検証や改善検
討、更に長期的な設備の修繕・更新計画の立案等を
行っていく。

５．５スマートエネルギー部会の設立・運営
　スマートエネルギーネットワークを構築し最大限
の効果を得るためには、最適なエネルギーシステム
設計はもとより、竣工後の運用をどのように適切に
行っていくかということが重要なポイントとなる。
　本エリアでは、計画段階からスマートエネルギー
センターと建物側関係者にて『スマートエネルギー
部会』を立ち上げ、エリア全体としてのCO2削減目
標、スマートエネルギーセンターと建物間の連携マ
ニュアルの整備、見せる化の検討等を関係事業者全
体が連携して実施している。また、竣工後もエリア
全体または各建物、スマートエネルギーセンターの
省CO2実績や熱源機等の運転状況の分析、評価を
SENEMSⓇにて行い、この部会を継続活用しなが
ら結果を共有することで、計画、設計の考え方を十
分に考慮した運用を実現していく。

図10　未利用エネルギーの活用方法 図11　SENEMSイメージ
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させ、エリアエネルギーの最適化に向けて、需要家
のエネルギー利用の無駄の有無、両スマートエネル
ギーセンターを鑑みた最適エネルギー製造や自動運
転制御を計画していく。これにより、更なる省エ
ネ、省コスト、省力化を進める。また、第一SEC
と第二SECを相互補完することで、エネルギーセ
キュリティの向上も目指していく。
　加えて、Ⅱ- ２街区では、停電時等の災害時にも、
CGS中心とした設備を活用することで災害時に必
要なほぼ100％の熱と電気の供給継続を可能とす
る予定でもある。

7．おわりに
　今後の新たな街づくりでは、「エリア全体」の省
エネ・省CO2に加え、エネルギーセキュリティの向
上を図った街づくりをしていく必要があり、そのた
めのツールとしてスマートエネルギーネットワーク
の構築が有効である。その構築にあたっては、建物
所有者はもとより設計者を含めた関係者と熱供給事
業者が密に連携し、地域に賦存する再生可能・未利
用エネルギーの活用方法の検討、エネルギーセキュ
リティを確保した建物とスマートエネルギーセン
ターの一体運用やBCP機能の構築等の技術的検討
を行い設計に反映させていくことが必要である。ま
た、未利用エネルギーの活用やネットワークの構築
にあたっては、行政による協力・推進策の整備・率
先導入も不可欠である。さらに、エネルギー利用者
の省エネ意識の向上を図るため、テナントを含め利
用者にエネルギーの利用状況の見せる化を行うとと
もに、省エネ行動に対するインセンティブを付与し
ていくことも重要である。
　このように田町駅東口北地区では、スマートエネ
ルギーネットワークの構築により、そこで働く人、
訪れる人に安心・安全で快適に過ごせる低炭素で災
害に強い街づくりを実現している。
　また、今後駅前に建設される業務・商業用等の複
数の建物の開発に合わせて計画中の第二スマートエ
ネルギーセンターとの連携等、スマートエネルギー
ネットワークを拡張させることで、さらに低炭素で
災害に強い街づくりを推進していく。

図12　スマートエネルギー部会構成図

５．６見える化への取組
　本エリアでは街全体でどのようにエネルギーをつ
くり、そして使っているか、また、省エネ・省CO2

が適正に行われているかを把握するために見える化
の取組も積極的に行っている。具体的には専用の
ホームページを開設し、本エリアの取組を広く理解
していただくとともに、エリア全体の省CO2状況を
見える化、さらには、需要家に対して専用ページを
用意し、各建物の省エネへの取り組み状況を確認で
きるようにしている。また、みなとパーク芝浦や愛

図13　見える化（例）（左：HP、右：サイネージ）

育病院に設置されるデジタルサイネージにより見え
る化されたリアルタイムのエネルギー需給データも
確認できる。

6．今後の展望
　田町駅東口北地区では今後、西側街区（Ⅱ- ２街
区）においても（仮称）TGMM芝浦プロジェクト
として開発が始動する。この西側の開発に合わせ、
第二スマートエネルギーセンター（第二SEC）を
構築し、現状のスマートエネルギーセンター（第一
SEC）と連携することで、田町駅東口北地区とし
てのスマートエネルギーネットワークを拡張してい
くことを計画している。
　具体的には、需要家とスマートエネルギーセン
ターの連携を更に深めるためにSENEMSⓇを進化
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新技術・新商品紹介

超省エネルギー型ジェネリンクエフィシオNZJ型

川重冷熱工業株式会社

　佐々木真二
１　はじめに
　吸収冷温水機は、冷媒に地球温暖化に影響を与え
ない水を使用し、熱源にクリーンな天然ガスを使用
しているため、「ナチュラルチラ－」と称され、そ
の環境性の高さから事務所ビル、病院、ホテル、工
場等で幅広く利用されてきた。東日本大震災以降
は、節電への取組みが喫緊の課題となる中、電力の
安定供給の観点からコージェネレーションシステム
からの廃熱を有効活用しガス消費量を削減できる
ジェネリンクが注目を集めている。そこで、直火式
二重効用機として業界最高効率であるエフィシオ
NZ型（HHV基準COP：1.36）をベースとして、
従来機に比べ大幅に廃熱を有効利用できる超省エネ
ルギー型エフィシオジェネリンクNZJ型を開発し
た。本稿ではその概要を紹介する。

２　製品概要
　ジェネリンクとは主としてガスエンジンや燃料電
池等のコージェネレーションシステムから発生する
90℃程度の比較的低温の廃温水を吸収液の加熱源
として有効活用することによりガス消費量を削減す
る省エネルギー機器である。負荷が少ない場合には
廃熱のみで運転することも可能である。また、中間
期を中心に冷房負荷率が低い場合には、60℃程度
の廃温水でさえ熱源として活用が可能である。この
廃熱を有効活用できるという特長は、電気式冷凍機
には無い大きなメリットの一つとなっている。

３　製品特長
（１）業界最高の省エネ性能
　ベース性能となる廃熱回収が無い場合の冷房定格
COPは、ジェネリンクとしては業界最高の1.35

（HHV基準）を達成した。コージェネレーションシ
ステム等からの廃熱が十分ある場合には、廃熱の有
効利用度を示す性能指標である「定格運転時のガス
削減率」は41％、「廃熱単独運転負荷率」は、
60％に達し、業界最高の省エネ性を実現している

（図１）。これらの性能を実現するため、二段蒸発・
二段吸収サイクル、排ガス損失や内部熱損失等の低
減、各熱交換要素の効率向上技術を採用した。ま
た、運転中の吸収液を低濃度化させる技術の採用に
より、運転可能な冷却水の下限温度を従来の22℃
から18℃まで低下させることができた。これによ
り、冷却水温度が低下しやすい冬、中間期でも、安
定的かつ効率的な低冷却水運転が可能となり、一年
を通じた効率向上が実現できる。写真１に製品外観
を示す。

写真１　NZJ型製品外観
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（２）節電型への対応
　電気式冷凍機に比べ、吸収冷温水機の消費電力は
少なく、その大部分を冷却水ポンプの消費電力が占
めている。従い、冷却水流量を減らすことができれ
ばさらなる節電が図れる。本シリーズは冷却水流量
を70％に減じても定格運転が可能である。これに
より消費電力を40％以上低減することができるた
め、夏場の電力ピークカットに大いに有効である。
この場合、ベース性能となる廃熱回収が無い場合の
冷房定格COPは1.33（HHV基準）となり、「定格
運転時のガス削減率」は25％、「廃熱単独運転負荷
率」は53％と十分な性能を有する。（図２）

（３）ラインナップの拡充
　市場のニーズが多様化する中、大型機にも対応で
きるよう、容量範囲を従来の80 ～ 700RT（15
機種）から80 ～ 1000RTまでの18機種に増やし
た。表１に仕様数値を示す。

表１　仕様数値表

   
 80 1000RT 

COP [ ] 1.35 1.33 

 

 [ /h RT] 0.378 
 [ ] 15 7 
 [ ] 54.7 60 

 

 [ /h RT] 1.0 0.7 
 [ ] 32 37.8 32 39.8 

 [ ] 18 

 

 [ /h RT] 0.160 0.20 

 [ ] 90 80 88 83 

 [ ] 1:8 
 [%] 41 25 
 [%] 60 53 

図１　負荷率とガス消費量の関係（標準型） 図２　負荷率とガス消費量の関係（節電型）
 

（４）廃温水単独運転モード制御について
　冷房負荷率に応じて、外部信号により燃焼を強制
的に停止させ、廃温水のみの運転ができる廃温水単
独運転モード制御を装備している。これにより、
ジェネリンクが複数台設置されている場合には、ま
ず、全ての冷温水機で、ガスを使用しない廃温水単
独運転を行い、それでもなお冷房負荷が冷房能力を
上回る場合には、本外部信号により１台ずつ順次燃
焼運転に移行することができる。これにより廃熱を
最大限、効率的に活用できシステムとして省エネ化
を図ることができる。また、電気式冷凍機と吸収式
冷温水機が併設されているケースでも、まず廃熱を
最優先に利用し次いで効率の高い電気式を起動さ
せ、最後にガスを利用することで一次エネルギー換
算の総エネルギー量の最小化を図ることができる。
当社ではこれまで本システムの採用実績が複数件あ
り、いずれも好評を博している。

（５）リプレース対応のし易さ
　ジェネリンクは一般的に、廃温水熱交換器を低温
胴の上部に配置する構造であるため、搬入時に高さ
寸法がネックとなることがある。そこでNZJ型で
は、廃温水熱交換器の配置に工夫を加えることで、
従来機シグマエースTZJ型に対し、210RTの場合
で高さ寸法を約240㎜低く抑えることができた。
重量に関しても大幅な軽量化に成功した直火式NZ
型をベースとしているため、性能がTZJ型に対し
大幅に向上しているにも関わらず、搬入重量は従来
機比で約20％低減できた。これによりリプレース
費用を大幅に低減できる。
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お問合せ先

川重冷熱工業株式会社

営業・サービス総括室 営業・サービス企画部

〒135－0042 東京都江東区木場一町目５番２５号
　深川ギャザリア タワー S 棟５階
TEL：03－3645－8251 FAX：03－3645－8233
http：//www.khi.co.jp/corp/kte/
Ｅ-mail：satoshi.miyahara@swep.net
URL： http://www.swep.net/jp/Pages/default.aspx

４　おわりに
　全国的に電力が逼迫し、コージェネレーションシ
ステムの重要性が増す中、高い廃熱回収量と幅広い
適応範囲を有するエフィシオジェネリンクNZJ型
はCO2排出量の削減、ランニングコストの大幅な
削減に貢献できるものと考える。本製品が、地球環
境保護に貢献できるものと切に願うとともに、今後
も多様化する市場ニーズに応えるべく、高効率かつ
信頼性の高い吸収冷温水機の開発に注力していく所
存である。
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新技術・新商品紹介

未利用熱エネルギー「排熱」を利用した
冷房システム

株式会社大阪テクノクラート

１．はじめに
　ますます増加傾向にあるエネルギー需要に比例し
てCO2排出量は増え続けている。最終エネルギー消
費量が全体の６割以上を占める産業部門は住宅部
門、流通運輸部門と比較して省エネルギー対策が大
幅に進んでいるとは言え、生産工程で発生する膨大
な熱エネルギーが効率よく有効利用されているとは
限らない。ここではこれらの熱を効率よく回収し施
設の冷暖房に利用する設備機器及びシステムを紹介
する。

２．排熱利用冷房システムの概要
　工場施設の産業用機器から捨てられる代表的な熱
エネルギーは、（図.1）のように蒸気プラントの還
水余剰熱、ランキンサイクル、コンプレッサー、
コージェネレーション、押出成形機等の冷却熱、そ
して再生可能エネルギーの太陽熱、温泉熱まで幅広
く高温度域から低温度域までの排熱が存在する。
これらの排熱を冷熱に交換し冷房利用するシステム
には従来、吸収式冷凍機が多く利用されていた。
しかし、この機器へ供給する温水温度は90℃以上
の高温水が必要であり、また温度差も５℃前後しか
回収できないため、低温度域温水（65℃ -80℃）
の利用は、バックアップ用熱源機にて温度昇温する
必要があるため効率的ではなかった。　
　吸着式冷凍機は、これらの低温度域温水でも安定
的に冷凍サイクルが構築でき冷熱が得られるシステ
ム機器であると共に高温水でも低温度に温度補正、
還り温度を低く設定し一次側機器の冷却効率を高め
ることができバックアップ用の冷却装置を大幅に小
さくすることができる。

３．吸着冷凍機の構造と特長
　吸着式冷凍機は低温の温水で駆動する冷凍機で、
蒸発工程・凝縮工程を、吸着材（ゼオライト等）を
塗布した熱交換機に温水、冷却水を交互（５分間
毎）に通して冷凍サイクルを構築し連続して冷水を
作ることができる。（図２参照）　また冷媒には水を
使用するので、従来の吸収式冷凍機に多く使用され
ている薬剤（臭化リチウム等）の劣化もなくメンテ
ナンス費が大幅に削減できる。

図１　熱回収のイメージ
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お問合せ先

株式会社大阪テクノクラート　エンジニアリング部
富田 　恭弘

　　　〒786-0045　　
　　　大阪府堺市堺区４条通１- ３
　　　TEL : 072-221-0426　
　　　FAX : 072-228-7832
　　　Ｅ-mail : tomita@osaka-techno.co.jp
　　　URL　: http://www.osaka-techno.com

InvenSor製 冷凍機の特長
□広い利用温度域
　 　従来利用が難しかった太陽熱等の低温度域温水
（65℃）から蒸気還水等の高温度域温水まで安定
的に利用でき２次側負荷変動にも効率よく対応で
きる。

　 　投入温度域により10KW,18KW,30KWと３
機種ありそれぞれ10基まで連結設置が可能と
なっている。
□オールインタイプ
　 　本機には、冷凍サイクル駆動に必要な機器（熱

交換機、循環ポンプ、制御機器、バルブ類）は、
すべて装備されており各配管を接続するだけで稼
働する。
□コンパクト設計
　 　外部に突起物がないコンパクトな構造で、点検

は上部、前面から行え、配管は本体の上部接続方
式で連結設置が可能。
□操作の簡便性
　 　冷水、温水、冷却水の温度や流量設定は機器本

体のタッチパネルにて簡単に操作できる。
□メンテナンスフリー
　 　吸着、脱着回路の真空槽の維持は運転時、自動

に行える構造で定期的な真空引き作業は必要な
い。

４．導入設置例
　埼玉県本庄市での「本庄スマートエネルギータウ
ン構想」では、㈱早稲田環境研究所が主体となって
再生可能エネルギーである太陽熱、地中熱を利用し
商業施設（飲食店舗）に給湯、冷熱供給システムを
構築し稼働している。本システムの主たる機器は、
給湯は太陽熱、空調は地中熱ヒートポンプとなって
いる。太陽熱利用設備は夏場の過剰集熱の処理、地
中熱ヒートポンプは井戸（ボアホール）工事の高コ
ストがネックであったが、ここではこれらの欠点を
補うべく、主機となるヒートポンプの採放熱回路に
冬季は太陽熱の低温度温水を採熱回路へ、夏季は太
陽熱の余剰熱で吸着冷凍機を駆動し、冷水をヒート
ポンプの放熱回路に循環供給してヒートポンプの機
器性能COPをアップし、再生可能エネルギーの使
用効率を高めるシステムとした。

５．おわりに
　吸着式冷凍機は吸収式に比べまだまだ高コストで
あるため、当分は、本機の活用先は産業用の排熱回
収利用冷房設備に限定し、排熱処理コストとの比較
でシステム構築するのが重要と考えている。

図２　吸着冷凍サイクル概念図

InvenSor.LTC-10plus
定格出力：　10 KW　15℃ /18℃ （冷水）　2.9m3/ｈ
定格入力：　16.7KW 72℃ /66℃ （温水）　2.5m3/ｈ
冷却水　：　　　　　27℃ /32℃　　　　5.1m3/ｈ
消費電力：　230VAC 50/60Hz 595W
COP　　：　0.6
寸法　　：　1100（Ｌ）＊750（Ｗ）＊1370（Ｈ）
重量　　：　395Kg

図３　代表的な10KW冷凍機の仕様

図４　太陽熱、地中熱利用　給湯・冷暖房システム
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新技術・新商品紹介

ロウ付けプレート式熱交換器（BPHE）の有効利用

スウェップジャパン株式会社

1　はじめに
　近年、未利用エネルギー有効利用の観点から、
様々な形態や規模の発電システムの設置・導入が進
んでいる。
　日本では特にORC（オーガニックランキンサイ
クル）を利用した発電システムが一般的であり、多
くのシステムメーカが製造コストや設置面積の削減
に取り組んでいる。
　このような状況の中、当社はロウ付けプレート式
熱交換器（以下、BPHE）の製造および販売を行っ
ており、発電システムを含む様々な用途において、
国内外で数多くの製品が利用されている。
　また、海外では地域冷暖房やビル内の熱輸送にも
プレート式熱交換器が利用されており、当社製品も
多数の国で利用されている。
　図１は、当社が誇る最大のBPHEであるB649
の製品写真で、運転条件次第では当該製品一台で
2000kW程度の熱交換が可能となっており、主と
して発電や地域冷暖房分野で利用されている。
　

図１　B649製品写真（縦×横＝1232mm×537mm）

　プレート式熱交換器の内部構造は図２に示す通り
となっており、二種類の熱媒体が一枚のプレートを
介した形で熱交換を行う仕組みとなっている。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

図２　プレート式熱交換器の内部構造

2　製品選定方法
　当社では、製品選定及び性能計算ソフトウェア
SSP G7をお客様に提供させて頂いており、当社
担当者はもちろんのこと、ご要望のスペックに対し
てお客様ご自身にて最適な当社製品を選定して頂く
ことが可能となっている（ソフトウェアは当社HP
よりダウンロード可能）。

図３　SSP G7起動時画面例
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3　発電システムにおける熱交換器の役割
　ORCシステムでは、R245faのような作動熱媒
体は図４内の矢印に沿った経路（１→２→３→４→
１）で状態を変化させる。
　それぞれの経路には図５に示す機器が使われてお
り、Evaporator（蒸発器）で蒸発・体積膨張した
冷媒によりExpander内のタービンを回転させ発電
を行う仕組みとなっている。

お問合せ先

スウェップジャパン株式会社　熱交換器営業部

宮原　里支

〒564-0063　大阪府吹田市江坂町１-23- ５
大同生命江坂第２ビル3F
TEL：06-6368-1991
Ｅ-mail：satoshi.miyahara@swep.net
URL： http://www.swep.net/jp/Pages/default.aspx

1 2 

3 4 

Expander Pump 

Evaporator 1 2 

3 4 Condenser 

  

 

　なお、プレート式熱交換器は流路が狭いという特
徴から、スケーリングによる流路詰まりを懸念され
ることがあるが、熱交換器内部である程度の流速が
確保されていればスケーリングの心配は少なく、ま
たスケーリングが発生したとしても、薬液を用いた
逆洗により、初期の性能に復帰することが可能と
なっている。

図４　ORCシステムでの冷媒の状態変化（Ｐ-ｈ線図）

　なお、作動媒体を蒸発させる熱源は様々であり、
温水や蒸気などの廃熱や生ごみなどの焼却熱（温水
に変換）、或いは温泉地の温水や蒸気などがある。

図５　ORCシステム内の代表機器

4　導入事例
　以下に、数年前から日本国内で稼動している
ORC発電システムにおける蒸発器スペック概略及
び熱交換器仕様を記載する。
　当該システムは設置当時から順調に稼動してお
り、計画では約５年の発電（売電）で初期投資費用
を回収出来る見込みとなっている。

　次に、海外では一般的な地域冷暖房における大量
熱輸送ネットワーク内における熱交換器使用のイ
メージを図６に示す。

図６　大量熱輸送ネットワークイメージ

　日本ではこのようなネットワークは一般的ではな
いが、例えばビル内での熱輸送やポンプへの負荷低
減のために、熱交換器を一定間隔で設置するという
アイデアは検討の余地があると思われる。
　
5　おわりに
　当社としましては、今後とも様々な観点から省エ
ネルギー・低炭素社会の実現に貢献していきたいと
考えております。
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新会員紹介

持続可能な社会構築を計画・構想から具体の設
計・事業実施・運営までトータルサポート

パシフィックコンサルタンツ株式会社

１．はじめに
　パシフィックコンサルタンツ株式会社は、持続可
能な社会構築にむけ、環境エネルギー分野の計画・
構想から具体の設計・事業実施・運営までのトータ
ルサポート体制のもとコンサルティング事業を行っ
ています。また、子会社である「株式会社PE-
TeRaS」は再生可能エネルギー発電事業を、「パシ
フィックパワー株式会社」は電力小売事業を行って
おり、この子会社を含めた体制により、事業の実
施・運用という着地点までを支援することが可能で
す。
　以下では、（１）弊社の環境エネルギー分野の基
本コンセプト、（２）次世代社会の構築に関わる技
術支援、（３）地域事業の創出に関わる技術支援、

（４）弊社子会社によるエネルギー事業、（５）都市
環境エネルギー協会の活動への貢献、の５つの視点
から、弊社の取組を紹介します。

２．環境エネルギー分野の基本コンセプト
　弊社のコンサル事業の基本コンセプトとして、①
次世代社会の構築、②地域事業の創出という２点を
掲げています。①次世代社会の構築では、現状の社
会のあり方を所与のものと捉えず、次の社会のあり
方やそこへの展開を見据えて提案をしています。②
地域事業の創出では、それらの提案を具体の事業の
形にするとともに、単なるエネルギー事業ではなく
地域活性化、地方創生という実が結ぶよう支援を
行っています。
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３．次世代社会の構築に係る技術支援
　次世代社会の構築では、国のエネルギーや低炭素
に関わる各種調査検討、また、地方公共団体におけ
る低炭素やエネルギーに関わるビジョン、構想、計
画などの策定支援を行っています。
　地域の課題を踏まえ、その将来像を見据えなが
ら、具体の地域事業の創出に向けた取組が進むよ
う、住民、事業者、行政担当が納得できる「地域の
デザイン」を描く仕事と言えます。
　具体的には、エネルギー関連ビジョン・計画、地
球温暖化対策関連計画・制度検討、低炭素まちづく
り計画、地域電熱併給システムなどを含むスマート
コミュニティの導入可能性調査といった検討支援を
行っています。

スマートコミュニティの検討例

４．地域事業の創出に係る技術支援
　「地域のデザイン」を具体的な地域事業に落とし
込んでいくために、弊社では「地方創生」の掛け声
が挙がる前から、エネルギー事業を地域活性化に結
びつける方策を検討してきました。マネジメント面
では個別事業の運営から中長期的な環境経営支援ま
で一貫して対応するとともに、それに付随する各種
技術支援として、適地選定・事業化可能性調査から
クライアントに対してプロジェクト全体（事業モデ
ルの検討、土木・エネルギーシステム等の技術評
価、エンジニアリング、発注、運営）の支援を行っ
ています。

５．弊社子会社によるエネルギー事業
（１） 再生可能エネルギー発電事業
　子会社である「株式会社PE-TeRaS」は再生可
能エネルギー発電事業を推進しています。まず、太

弊社支援メニューの例

①公共施設のエネルギーマネジメント
②地熱・温泉熱エネルギー活用の地域活性化事業
③持続可能な木質バイオマス事業による地域活性化
④地域事業としての小水力事業による地域活性化
⑤再生可能エネルギーを活用した農業の付加価値向上
⑥地域主導型の新電力事業
⑦地域主体による面的な電熱併給事業

陽光発電から着手し、つくば市に立地する弊社「つ
くば技術研究センター」に0.5MW、また、西伊豆
に約2MWの太陽光発電設備を設置・運用していま
す。また、他の再生可能エネルギーも含めた事業開
発を継続して進めています。

（２） 電力小売事業
　子会社である「パシフィックパワー株式会社」は
電気の小売・卸売事業（及び熱供給・熱利用に関わ
る事業）を目指して平成27年４月に資本金8,000
万円で設立された会社です。現在、2016年４月
の電力小売全面自由化と2020年４月の改革完了
をにらみ、自治体PPSの支援、事業者支援（小売）、
電力買取などの事業を進めています。

自治体PPSの支援例

再生可能性エネルギーを活用した地域活性化等検討・支援
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　弊社では、環境エネルギー分野のコンサルティン
グ部門に加え、これらのエネルギー事業会社が一体
となってシナジー効果を発揮するとともに、さらに
インフラマネジメント事業、ウェルネス事業および
地域活性化事業と連携して地域の課題解決のソ
リューションを提供する地域経営事業を展開してま
いります。

６．都市環境エネルギー協会の活動への貢献
　平成26年10月より都市環境エネルギー協会に
加入させて頂き、活動への貢献はこれからとなりま
すが、ご紹介した弊社の経験は、会員企業様が取組
んでおられるような地域で様々なステークホルダー
間の調整を行いつつ、具体のエネルギー事業を実現
していくプロセスのマネジメント・技術支援でお役
に立つほか、協会の各種調査研究等のお役にも立つ
と考えております。どうぞよろしくお願い致しま
す。
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協会ニュース

第49回通常理事会・第23回通常総会開催報告
総務部

　平成27年５月８日（金）、東京都中央区の「東京八重洲ホール」において、第49回通常理事会が開催され
ました。H26年度事業報告案、同決算案、会員の入退会、及び総会の招集決議案が審議・承認されました。
　また、平成27年５月26日（火）に東京都文京区の「東京ガーデンパレス」において第23回通常総会を開
催し、３月25日（水）に開催した第48回理事会の提示済議案および、H26年度事業報告、H26年度決算、
役員選任等総会承認議案も含め、すべての議案が全会一致で承認されました。
　総会終了後に別室で臨時理事会を開催し、副理事長を選任しました。最後に懇親会を開催し、来賓の皆様や
会員を合わせ、これまでで最大の140名に迫るご参加をいただき、相互の親睦を深めながら、盛況のうちに
閉会しました。

懇親会

第49回通常理事会 第23回通常総会
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〈第１種正会員〉 （平成27年7月１日現在）
〈計45社〉

〈賛助会員〉� 〈計26社〉

アクアス株式会社
アズビル株式会社
荏原冷熱システム株式会社
大阪ガス株式会社
株式会社大林組
鹿島建設株式会社
片山ナルコ株式会社
川崎重工業株式会社
川重冷熱工業株式会社
関西電力株式会社
株式会社関電工
株式会社きんでん
栗田工業株式会社
京葉ガス株式会社
西部ガス株式会社

三機工業株式会社
JFEエンジニアリング株式会社
清水建設株式会社
株式会社神鋼環境ソリューション
新日本空調株式会社
新日鉄住金エンジニアリング株式会社
新菱冷熱工業株式会社
スウェップジャパン株式会社
株式会社大気社
大成建設株式会社
ダイダン株式会社
株式会社髙尾鉄工所
高砂熱学工業株式会社
株式会社竹中工務店
東京ガス株式会社

東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社
東西化学産業株式会社
株式会社東芝
東邦ガス株式会社
東洋熱工業株式会社
株式会社日建設計
日本海ガス株式会社
日本環境技研株式会社
株式会社日本設計
株式会社日立プラントサービス
株式会社ヒラカワ
三浦工業株式会社
三井金属エンジニアリング株式会社
株式会社三菱地所設計
三菱重工業株式会社

株式会社IHI
株式会社エックス都市研究所
株式会社大岩マシナリー
株式会社大阪テクノクラート
玖長鋼業株式会社
三葉化工株式会社
四国電力株式会社
新宿南エネルギーサービス株式会社
ダイヤアクアソリューションズ株式会社

中部電力株式会社
筑波都市整備株式会社
ディー・エイチ・シー・サービ
ス株式会社
電源開発株式会社
東京下水道エネルギー株式会社
東京都市サービス株式会社
戸田建設株式会社
特許機器株式会社

トレインジャパン株式会社
日本ビー・エー・シー株式会社
日本電技株式会社
日立アプライアンス株式会社
パシフィックコンサルタンツ株式会社
丸の内熱供給株式会社
みなとみらい二十一熱供給株式会社
横河ソリューションサービス株式会社
株式会社横浜都市みらい

〈特別会員〉� 〈計35団体〉

独立行政法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構
一般財団法人コージェネレーショ
ン・エネルギー高度利用センター

一般財団法人都市みらい推進機構
公益社団法人土木学会
公益社団法人空気調和・衛生工学会
一般財団法人建築環境・省エネルギー機構

一般社団法人日本機械学会
一般社団法人日本建築学会
一般財団法人日本建築センター
一般社団法人電気学会

神奈川県
青森市
安城市
板橋区
岩沼市（宮城県）
柏市
春日部市
川崎市
岐阜市

江東区
さいたま市
堺市
相模原市
札幌市
薩摩川内市
下川町（北海道）
仙台市
中央区

調布市
千代田区
豊島区
富山市
中野区
名古屋市
横浜市
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　この機関誌は、今回で111号になります。私は2011年12月に発行した100号記念特集号より、広報委員会のメンバーとと

もに機関誌編集に携わるようになり、足掛け４年になります。毎回、読者のみなさまに有益な情報を提供できるよう、かつ読み応

えのある記事になるよう企画しているのですが、果たしてどうでしょうか？執筆者の皆様には、業務ご多忙にも拘らず、貴重な情

報を提供いただいております。また、会員外の皆様に無理を承知で執筆をお願いする場合もあり、概ね、快く応じていただいてお

ります。

　広報委員一同、御礼申し上げます。昨年は読者アンケートを実施し、機関誌に関するみなさまのご意見を伺い、編集の参考にさ

せていただいております。都市のBCP対策、スマートシティ、電力・ガス等のエネルギーシステム改革、2020年東京オリンピ

ックに向けたまちづくり等、これからも広報委員一同、タイムリーな情報をお届けできるように努力したいと考えています。さら

に、機関誌に関するご指摘、ご要望等ございましたら、下記アドレス宛に連絡ください。

　宛先：都市環境エネルギー協会　dhcmaster@dhcjp.or.jp

一般社団法人都市環境エネルギー協会　広報部長　松尾　淳
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